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公益財団法人 全日本空手道連盟 

付属機関・技術資格に関する諸規程 

 

１ 中央技術委員会規程 

２ 審判委員会規程 

３ 強化委員会規程 
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11 公認称号規程 

12 推薦段位規程 

13 名誉段位規程 

14 公認審判員規程 

15 公認スポーツ指導者規程 

16 公認級位規程 

17 アスリート・指導者セカンドキャリア助成選考委員会規程  
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１ 中央技術委員会規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

中央技術委員会規程 

 

 

第１章  総則 

 

 

(目的) 

第１条  公益財団法人全日本空手道連盟(以下「連盟」という)は、連盟規約

第１９条の規定に基づき、空手道の伝統技術の継承のための段位・指導の資

格付与及び育成に関する事業の有効かつ円滑な運営を図るための中央技術委

員会(以下「委員会」という)を設置する。 

２．この規程は、連盟規約第２０条の規定により、前項の委員会の運営につい

て定めることにする。 

 

 

第２章  事業 

 

 

(事業) 

第２条  委員会は、前条の目的を達成するため次の事業に関して審議し理事

会の承認を得てこれを処理する。 

(１) 資格審査に関すること 

(２) 段位に関すること 

(３) 指導に関すること 

(４) その他委員会の目的達成に必要なこと 

 

(業務の内容) 

第３条  前条の事業の内容は次のとおりとする。 

(１) 資格審査に関する業務 

① 資格審査員の技術研修 

② 資格審査規程の整備 

③ 資格審査員名簿の整備 

④ その他必要と認める業務 

(２) 段位に関する業務 
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① 公認段位規程、公認称号規程、推薦段位規程及び名誉段位規程  

の整備 

② 段位取得者名簿の整備 

③ その他必要と認める業務 

(３) 指導に関する業務 

① 形の研究 

② 公認スポーツ指導者の講習会の実施 

③ 公認スポーツ指導者規程の整備 

④ 公認スポーツ指導者名簿の整備 

⑤ その他必要と認める業務 

(４) その他委員会の目的達成に必要なこと 

① 競技規定の改訂に係る検討・調整 

② その他必要と認める業務 

 

(技術資格に関する規程) 

第４条  資格審査、段位及び指導等の技術資格に関する規程は別に定める。 

 

 

第３章  構成と職務 

 

 

(委員) 

第５条  委員会に、委員１０名以内をおく。 

 

(委員の選出) 

第６条  委員は有資格者の中から適当と認められる者９名以内を選出し、会 

長が委嘱する 

２．前項に掲げる者の選考は理事会において行う。 

３．第１項の「有資格者」は、公認７段以上を保有し全国審判員資格及び公益

財団法人日本スポーツ協会公認空手道コーチ４以上の資格を有する満７３歳

未満の者とする。 

４．前項までに定めるもののほか、理事会が必要と認めた者 1 名を委員とする

ことができる。 

 

(委員長及び副委員長の選出) 

第７条  委員会に委員長及び副委員長各１名をおき、それぞれ委員の互選に

より選出する。 
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(委員長及び副委員長の職務) 

第８条  委員長は、委員会を代表し委員会を統括する。 

２．副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、または欠けたと

きは、その職務を代行する。 

 

 

(委員の任期) 

第９条  委員の任期は、委嘱日より開始し、本連盟理事の任期と同じく終了

する。ただし再任を妨げない。 

２．補欠又は増員により選出された委員の任期は、前任者又は現任者の残任期

間とする。 

 

（相談役) 

第１０条 理事会は、中央技術委員会に相談役を置くことができる。 

２．中央技術委員会に置く相談役は、９段及び１級資格審査員経験者の中から

理事会で推薦し会長がこれを任命する。 

３．中央技術委員会に置く相談役は、必要ある場合に委員会の要請に応じ技術

講習会に協力し諮問に応じる。 

 

(事務長) 

第１１条  委員会に、事務長及び事務次長を置く。 

２．事務長及び事務次長は、委員長が選任する。 

３．事務長及び事務次長は、委員会の事務を処理し、事務次長は、事務長を補佐す

る。 

 

 

第４章  会議 

 

 

(委員会の招集) 

第１２条  委員会は委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２．委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。 

３．委員が委員会に出席できないときは、議決権を委任することが出来る。 

４．委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

５．委員会は、原則として年２回以上開催するものとする。 
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第５章  地域との連携 

 

 

(地域との連携) 

第１３条  委員会は、地区協議会及び都道府県連盟の技術部門との連携を密

にして、地域における技術に関する事業の推進を図るものとする。 

 

 

 

第６章  補則 

 

(理事会への報告) 

第１４条  委員会の決定事項は、理事会に報告しその議決をもって効力を発

する。但し、軽易な事項及び緊急を要する事項については、理事会に代えて

常任理事会をもってすることができる。なお、この場合においても理事会に

対して事後の処理を行うものとする。 

 

(改廃) 

第１５条 本規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

附  則 

１．この規程は平成２４年４月１日より施行する。 

２．この規程は平成２４年１２月７日より施行する。 

３．この規程は平成２５年６月１日より施行する。 

４．この規程は平成２７年５月１６日から施行する。 

５．この規程は平成３０年５月１９日から施行する。 

６．この規程は、令和元年５月１８日から施行する。 

７．この規程は、令和３年９月１６日から施行する。 

８．この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
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２ 審判委員会規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

審判委員会規程 

 

 

第１章  総則 

 

 

(設置) 

第１条  この規程は、公益財団法人全日本空手道連盟規約第１９条の規定に

基づき、理事会の付属機関として、審判委員会(以下「委員会」という)を設

置する。 

 

(目的) 

第２条  委員会は、審判技術を高めることは空手道の普及振興に重要な役割

であることを認識して、わが国及び世界の競技会において厳正にして正確な

判定のできる高い技術と権威ある審判員を育成することを目的とし、併せて

選手強化委員会に協力し競技力の向上に寄与することとする。 

 

 

第２章  事業 

 

 

(事業) 

第３条  委員会は、前条の目的を達成するため次の事業に関して審議し理事

会の了承を得てこれを処理する。 

(１)  公認審判員(組手・形)の資格審査会及び講習会の開催 

(２)  審判技術に関する調査研究 

(３)  公認審判員規程の整備 

(４)  全国審判員及び国際審判員名簿の整備 

(５)  選手強化委員会への協力 

(６)  競技規定の改訂に係る検討・調整 

(７)  その他委員会の目的達成に必要な事業 

 

 

第３章  構成及び職務 
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(委員会の構成) 

第４条  委員会は、委員長及び副委員長を含め１０名以内とし、次の委員を

もって構成する。 

  (１)  委 員 長  １名 

  (２)  副委員長    １名 

  (３)  委  員  ８名以内 

 

(委員の選出) 

第５条  委員は、次の各号を満たす者の中から選出し、理事会の議を経て会

長が委嘱する。 

（１）審判技術の向上についての豊富な知識と卓越した技術を備え、審判技

術指導に優れた者 

（２）原則として国際審判員の資格を有する者 

（３）原則として公益財団法人日本スポーツ協会公認空手道コーチ４以上の

資格を有する者 

（４）選任時に満７３歳未満の者 

 

(委員長及び副委員長の選出) 

第６条  委員長及び副委員長は、委員の互選により選出する。 

 

(委員長及び副委員長の職務) 

第７条  委員長は、委員会を代表し委員会を統括する。 

２．副委員長は、委員長を補佐し委員長に事故があるとき、または欠けたとき

は、その職務を代行する。 

 

(委員の任期) 

第８条  委員の任期は、委嘱日より開始し、本連盟理事の任期と同じく終了

する。ただし再任を妨げない。 

２．補欠又は増員により選出された委員の任期は、前任者又は現任者の残任期

間とする。 

 

 

(相談役) 

第９条 理事会は、審判委員会に相談役を置くことができる。 

２ 審判委員会に置く相談役は、この法人の審判員委員会委員であった者及び
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世界空手連盟などの国際的な組織における審判・役員経験者の中から理事会

で推薦し、会長がこれを任命する。 

(事務長及び事務次長) 

第１０条  事務長及び事務次長は、委員長が選任する。 

２．事務長は、委員会の事務を処理する。 

３．事務次長は、事務長を補佐する。 

 

 

第４章  会議 

 

 

(委員会の招集) 

第１１条  委員会は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２．委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。 

３．委員が委員会に出席できないときは、議決権を委任することができる。 

４．委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

 

 

第５章  補則 

 

 

(理事会への報告) 

第１２条  委員会の決定事項は、理事会に報告しその議決をもって効力を発

する。但し、軽易な事項及び緊急を要する事項については、理事会に替えて

常任理事会をもってすることができる。なお、この場合においても理事会に

対して事後の処理を行うものとする。 

 

(改廃) 

第１３条 本規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

附  則 

１．この規程は平成２４年４月１日より施行する。 

２．この規程は平成２４年１２月７日より施行する。 

３．この規程は平成２５年６月１日より施行する。 

４．この規程は平成２７年５月１６日から施行する。 

５．この規程は平成３０年５月１９日から施行する。 
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６．この規程は令和元年５月１８日から施行する。 

７．この規程は令和３年９月１６日から施行する。 

８．この規程は令和５年４月１日から施行する。 
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３ 選手強化委員会規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

選手強化委員会規程 

 

第１章  総則 

 

(目的) 

第１条 公益財団法人全日本空手道連盟(以下「連盟」という。)は、連盟規約第１９条の

規定に基づき、全国の有望選手を育成強化し、競技力の向上を図り、オリンピックをは

じめ各種の国際競技会において優秀な成果を期するため、選手強化委員会(以下「委員会」

という。)を設置する。 

２．この規程は、連盟規約第２０条の規程により、前項の委員会の運営について定めるも

のにする。 

 

 

第２章  事業 

 

 

(事業) 

第２条  委員会は、前条の目的を達成するため、次の事業に関して審議し、理事会の承

認を得てこれを処理する。 

(１) 選手強化方針の決定 

(２) 選手の育成強化 

(３) 選手強化に関する調査研究 

(４) 選手の健康管理 

(５) その他委員会の目的達成に必要な事業 

 

 

第３章 構成・選任・職務 

 

 

(委員会の構成) 

第３条 委員会に、以下のとおり委員をおく。ただし、理事会が必要と認めた場合は、若

干の増員を行うことができる。 

    ・シニア担当          １５名以内 

    ・ジュニア担当         １０名以内 
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    ・医科学担当           ５名以内 

    ・学識経験者または有識者     ２名以内 

 

(委員長及び副委員長の選出) 

第４条 委員長及び副委員長は、次の各号に定める選任基準を満たす者の中から、常任理

事会が選考し、理事会の承認を得て、会長が委嘱する。 

(１) 競技力向上についての豊富な知識と卓越した技術を備え、指導能力に優れた

者 

(２) 原則として、公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツ指導者資格コーチ

４以上の資格を有する者 

(３) 中学校、高等学校、大学、企業等の空手道部などで、中心的な立場で指導に

携わっていない者。 

２．委員長の性別と副委員長の性別は異なるものとする。 

 

(委員長及び副委員長の職務) 

第５条 委員長は、委員会を代表し委員会を統括する。 

２．副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務

を代行する。 

３．委員長は、委員会内の決定事項につき、理事会への報告義務を負う。  

 

(全日本監督の選任) 

第６条 全日本監督は、全日本監督候補者選考委員会が候補者を選考し、理事会の承認を

経て会長が委嘱する。 

 

(全日本監督候補者選考委員会) 

第７条 全日本監督候補者選考委員会は、専務理事、常任理事業務執行規程第２条第２項

の規定による選手強化を担当する役員２名、委員長、副委員長の５名で構成する。ただ

し、欠員が生じた場合は次の各号の順によりこれを補充する。 

  （１）前強化委員長 

  （２）前強化副委員長  

  （３）あらかじめ常任理事会が指名した者 

 

 

(全日本監督の選考基準) 

第８条 全日本監督は、以下の基準をみたしていることを原則とし、人格、経歴、指導力

等を総合的に判断して選考する。 
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(１) 国際大会(オリンピック・世界大会など)または国内大会(全日本空手道選手権大

会など)で、相当な実績を有する者 

(２) 公益財団法人日本スポーツ協会公認空手道コーチ４以上の資格を有し、４年以

上の指導実績および全日本コーチを経験している者 

(３) 全日本監督は、ＪＯＣナショナルコーチアカデミーを終了(又は受講)、またＪ

ＯＣスポーツ指導者海外研修を経験しているなど、指導者としての研修を積んでい

ることが望ましい 

２．委員長の性別と副委員長の性別は異なるものとする。 

 

(全日本監督の職務と権限) 

第９条 全日本監督は、第１条の規定に基づき、各種の国際大会に於いて優秀な成果を収

めるための最大限の努力をする。 

２．委員長と連携を密にして指導計画の立案にその責任と権限を負う。 

３．国際大会等への派遣選手団を常任理事会に推薦し、承認を得る。  

 

(代表選手の選考) 

第１０条 全日本強化選手等の選考及び手順について必要な事項は、理事会の決議により

定める。 

２．ナショナルチームの選手及び国際競技大会への派遣選手などの選考は、別途定める「ナ

ショナルチーム選考規程」により委員会で選考のうえ、常任理事会の承認を受ける。 

 

(委員の選出) 

第１１条 委員は、次の各号のいずれかに掲げる者の中から、委員長、副委員長及び全日

本監督が選出し、理事会の承認を得て、会長が委嘱する。 

 (１) 競技力向上についての豊富な知識と卓越した技術を備え、指導力に優れ、公益

財団法人日本スポーツ協会公認空手道コーチ３以上の資格を有する者 

 (２) スポーツ医科学等に関する知見を持ち、専門的視点から競技者をサポートでき

る力量を有する者 

(３) オリンピック対策などで、ＪＯＣ他関連団体と連携を密にし、競技力向上に資

する事のできる業務担当者 

２．委員は、原則として選任時に満７３歳未満の者とする。 

 

(委員の任期) 

第１２条 委員任期は、委嘱日より開始し、本連盟理事の任期と同じく終了する。ただし

再任を妨げない。 

２．補欠又は増員により選出された委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

３．委員長、副委員長、委員及び全日本監督は、その任期が満了しても、後任者が選任さ
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れるまでは、なおその職務を行う。 

４．委員長及び全日本監督の任期は、１期２年とし、最長で４期８年とする。 

５．委員の任期満了に伴い、委員長・副委員長および全日本監督の改選を同時に行う場合

は、委員長の選任後、１ケ月以内に全日本監督の選任を行う。 

 

 

第４章 技術顧問等 

 

 

(技術顧問) 

第１３条 理事会は、委員会に技術顧問数名以上を置くことができる。 

２．委員会に置く技術顧問は、次に掲げる者のなかから理事会で選出し、会長が委嘱する。 

(１) 卓越した競技力・技術実績を有する者、またはこれに準ずる者で優れた指導力

のある者 

(２) 国際競技会や全日本大会等で優れた競技力・競技実績を有する選手及びこれに

準ずる選手を育成した卓越した指導者 

３．技術顧問は、委員から相談があるときに、専門的、技術的な助言を与えるものとする。 

 

(事務長及び事務次長) 

第１４条  委員会に、事務長及び事務次長をおく。 

２．事務長及び事務次長は、委員長が選任する。 

３．事務長は、委員会の事務を処理し、事務次長は、事務長を補佐する。 

 

 

第５章  会議 

 

 

(委員会の招集) 

第１５条  委員会は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２．委員会は、委員の過半数の出席をもって成立する。 

３．委員が委員会に出席できないときは、議決権を委任することが出来る。 

４．委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

 

 

第６章  補則 

 



△もくじに戻る 

 
 

 

(理事会への報告) 

第１６条  委員会の決定事項は、理事会に報告しその議決をもって効力を発する。但し

軽易な事項及び緊急を要する事項については、理事会に変えて常任理事会をもってする

ことができる。なお、この場合においても理事会に対して事後の処理を行うものとする。 

 

(改廃) 

第１７条 本規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第１８条  代表選手の選考並びに全日本監督の選考に際し、公正な選考会を期すため、

選考会に係るすべての立会人、選考委員、被選考者は不適切な報酬、手当、手数料、接

待・供応等の直接又は間接的な強要、受領若しくは提供をしてはならない。 

 

 

附  則 

１．この規程は平成２４年４月１日より施行する。 

２．この規程は平成２４年１２月７日より施行する。 

３．この規程は平成２５年６月１日より施行する。 

４．この規程は平成２７年５月１６日から施行する。 

５．この規程は平成２９年５月１３日から施行する。 

６．この規程は平成２９年１２月８日から施行する。 

７．この規程は平成３０年１２月７日から施行する。 

８．この規程は令和元年５月１８日から施行する。 

９．この規程は令和元年１２月６日から施行する。 

10．この規程は令和３年５月１５日から施行する。 

11．この規程は令和３年９月１６日から施行する。 

12．この規程は令和５年４月１日から施行する。 
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3-2 公益財団法人 全日本空手道連盟 

ナショナルチーム選考規程 

 

 

（目的） 

第１条 この選考基準は、「選手強化委員会規程」を補完し、ナショナルチーム

メンバー並びに国際競技大会への派遣選手などの選考手順を定めるものとす

る。 

 

（ナショナルチームの目的） 

第２条 ナショナルチームは、日本空手界を代表する選手及び指導者等によっ

て構成されるものとし、以下のことを目的とする。 

（１）高い技術力と向上心の維持を行うこと。 

（２）規律、礼節を重んじ日本を代表するに相応しい振る舞いをすること。 

（３）常に人間力を高める努力を行うこと。 

（４）日本発祥の武道である空手の国際的発展に寄与すること。 

（５）国際社会貢献に資すること。 

 

（選考委員会） 

第３条 選手強化委員会規程第１０条第２項に係るナショナルチームの選手の

選考は、委員長・副委員長・全日本監督の協議に基づき選手強化委員会より

選出され、形・組手ごとに７名以内の委員で編成された選考委員会が行うも

のとする。 

２．選考委員の任期は、１期２年とし、選手強化委員会の任期と同様とする。

但し、再任を妨げない。 

３．選考委員は、第５条に規定する「ナショナルチーム強化計画」内で示すも

のとする。 

 

（強化選考立会人）  

第４条 前条の選考委員会に強化選考立会人 2名を置く。 

２．強化選考立会人は、原則として常勤役員より 1 名、選手強化を担当する常

任理事より 1名とする。 

３．強化選考立会人は、選考会議において選考委員会より意見を求められたと

き、意見を述べることができる。 

４．強化選考立会人はその責務を明確にするために、選考会が適正に行われた
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ことを確認し、所定の文書に署名する。 

 

（年度方針と選考方法） 

第５条 年度強化方針とナショナルチームの選考方法などは、選手強化委員会

が作成する「ナショナルチーム強化計画」にて示す。 

２．「ナショナルチーム強化計画」は、必要に応じて年度毎見直すものとする。 

 

（内定・決定と取り消し） 

第６条 ナショナルチームは、「ナショナルチーム強化計画」に定める選考方法

に基づき選考委員会により選考された、カデット（14～15 歳）・ジュニア（16

～17 歳）・アンダー21（「-21」、「U-21」ともいう。18～20 歳）の 3 区分より

成るジュニアナショナルチームと、18 歳以上から成るシニアナショナルチー

ムとする。 

２．「ナショナルチーム強化計画」に定める選考方法に基づき選考委員会により

選考された者を内定者とし、常任理事会の議を経て決定とする。ただし、内

定者にはナショナルチームに選考された旨及び正式決定は常任理事会の承認

後であることを即日あるいは通知に必要な事務手続きを要する最短の日まで

に、本人に通知するものとする。 

３．後日、ナショナルチームの一員として相応しくない事象が発覚した場合や、

強化合宿での不芳・著しい競技力の劣化などがあった場合若しくはナショナ

ルチーム内定または決定時に当連盟に提出する誓約書記載の強化指定選手と

しての義務または禁止事項に違反した場合は、選手強化委員会の決定により、

ナショナルチーム内定または決定を取消あるいは準候補選手へ格下げするこ

とがある。 

４．前項の処分に際しては、公正を期するため、当事者の弁明の機会を設ける

ものとする。ただし、当事者の同意がある場合、又は当事者が弁明の機会を

拒否若しくは無断欠席をした場合はこの限りではない。 

５．前項の処分が行われた場合は、速やかに常任理事会に報告するものとする。 

６．第４項にある当該選手の弁明に正当性があると認められた場合に限り、常

任理事会において処分の審議を行う。 

７．倫理規程第４条第１項に該当する場合は、第３項から第６項までに加え、

倫理規程に従い処分を行う。 

８．処分を受けた者は、本連盟の決定した処分内容に対し、公益財団法人日本

スポーツ仲裁機構に不服を申し立てることができる。 

 

 

（国際競技大会への派遣選手・コーチの選考） 
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第７条 プレミアリーグなどのオープン大会を除く国際競技大会へ派遣する選

手及びコーチは、以下に定める各号を総合的に勘案のうえ、委員長・副委員

長・全日本監督で代表選手団編成を立案し、常任理事会の承認を得るものと

する。 

 （１）WKF ランキング 

（２）過去の世界選手権大会をはじめとした国際大会での戦績 

（３）その他 

 

（改廃） 

第８条 この選考基準の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附則 

１．この選考基準は、平成２９年１２月８日より施行する。 

２．この選考基準は、平成３０年５月１９日より施行する。 

３．この選考規程は、令和元年１２月６日から施行する。 

４．この選考規程は、令和４年１２月９日から施行する。 
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3-3 公益財団法人 全日本空手道連盟 

国際大会派遣選手における計量失格者の処分に関する内規 

 

(目的) 

第１条  この内規は、ナショナルチーム選考規程第６条第３項に基づき、全

日本強化選手が本内規第２条に定める事案に該当した場合の処分を定めるも

のである。 

 

(対象となる事案) 

第２条  公益財団法人全日本空手道連盟（以下「連盟」という。）が派遣する

国際大会における計量で失格となった場合を本内規で扱う対象の事案とする。 

 

(対象となる選手) 

第３条  本内規で扱う対象は、ナショナルチーム選考規程第６条第１項に定

めるシニアナショナルチームに所属する全日本強化選手とする。 

 

(処分) 

第４条  第２条に定める事案の処分は、以下の通りとする。 

（１）連盟は、強化指定選手の取り消しを行う。 

（２）連盟は、該当大会の計量直後に対象選手に対し帰国指示を行う。この

場合、これに伴う航空券並びに宿泊等の取消料または変更手数料を含む

派遣に係るすべての費用は当該選手もしくは当該選手の所属先が負担

するものとする。ただし、対象選手が高校生である場合を除く。 

（３）同一の選手において２度目の計量失敗となる事案が生じた場合、以降

連盟は当該選手を強化選手として選考を行わない。 

２．前項において、次の各号の場合は例外とし、処分を行わない。 

（１）急病や事故、怪我等が原因で計量前に出場できないと強化委員会が認

めた場合。 

（２）自由エントリーが可能な国際大会（シリーズＡ等）に自費で参加して

いる場合。 

３．第１項第１号に定める取り消し処分が行われたのち、同一年度内に自由エ

ントリーが可能な国際大会（シリーズＡ）でメダルを獲得した場合は、連盟

は処分を取り消し、その翌月から当該選手を強化選手として再度指定する。 

４．処分に際しては、公正を期するため、当事者の弁明の機会を設けるものと

する。ただし、当事者の同意がある場合、又は当事者が弁明の機会を拒否若
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しくは無断欠席をした場合はこの限りではない。 

 

(常任理事会への報告) 

第５条  前条の処分が行われた場合は、速やかに常任理事会に報告するもの

とする。 

２．前条第４項にある当該選手の弁明に正当性があると認められた場合に限り、

常任理事会において処分の審議を行う。 

 

(不服申し立て) 

第６条  処分を受けた者は、本連盟の決定した処分内容に対し、公益財団法

人日本スポーツ仲裁機構に不服を申し立てることができる。 

 

(改廃) 

第７条  この内規の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附則 

１．本内規は平成３０年５月１９日から施行する。 

２．本内規は令和元年１２月６日から施行する。 
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４ 会員制度普及委員会規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

会員制度普及委員会規程 

 

 

(目的) 

第１条  この委員会は、公益財団法人全日本空手道連盟の有機的機能を強化

するとともに会員の増加を図る為､会員制度に関する企画、立案及び調査研究

並びに情報交換等を積極的に行うことを目的とする。 

 

(名称及び設置) 

第２条  この委員会は、会員制度普及委員会と称し、公益財団法人全日本空

手道連盟理事会の付属機関として設置する。 

 

(組織) 

第３条  この委員会は、委員長１名、副委員長２名及び委員若干名を持って

構成する。 

２．委員は、会員及び学識経験者のうちから、理事会が選任し、会長が委嘱す

る。 

３．前項のほか別表に定めるブロックごとにその構成団体から委員を選任する。 

４．委員長、副委員長は委員のうちから互選により選任する。 

５．委員会の議長は委員長とし、委員長不在の時には、あらかじめ決められた

順序で副委員長が代行する。 

 

(委員の任期) 

第４条  委員の任期は２年とし、公益財団法人全日本空手道連盟の役員の任

期に合わせ、再任を妨げないものとする。 

２．委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残存期間と

する。 

 

(委員会の開催) 

第５条 委員会の開催は理事会の諮問に応じて次の基準により開催する。  

(１) 定期開催  原則として年２回全国の委員を召集し開催する。 

(２) 臨時開催  委員長が必要と認めた場合に必要な委員を指名し

臨時に開催する。 
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(委任) 

第６条  この委員会のもとに公益財団法人全日本空手道連盟を組織する各都

道府県空手道連盟及び加盟競技団体に会員制度普及委員会を設置するものと

する。 

２．名称は空手道連盟会員制度普及委員会に各都道府県名及び加盟競技団体名

を冠するものとする。 

３．各都道府県空手道連盟及び加盟競技団体の委員会は、公益財団法人全日本

空手道連盟会員制度の目的に添って、当該地域における会員制度ならびに公

益財団法人全日本空手道連盟の会員制度の普及と確立のための運動を積極的

に行うものとする。 

４．各都道府県空手道連盟及び加盟競技団体の委員会委員の定数及び活動要領

等は、各都道府県空手道連盟及び加盟競技団体に一任する。 

５．各都道府県空手道連盟及び加盟競技団体の委員会委員の任期は２年とし再

任を妨げない。 

 

(顧問及び相談役) 

第７条  理事会は、会員制度普及委員会に顧問及び相談役を置くことができ

る。 

２．会員制度普及委員会に置く顧問及び相談役は、理事会で推薦し会長がこれ

を任命する。 

 

(改廃) 

第８条 本規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

附則 

１．この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２．この規程は、平成２４年１２月７日から施行する。 

３．この規程は、平成２７年５月１６日から施行する。 
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(別  表） 
  

ブ ロ ッ ク 名 構 成 団 体 選出委員数 

北海道地区   １名 

東北地区   青森、岩手、秋田、山形、宮城、福島 １名 

関東地区 
  東京、神奈川、千葉、埼玉、茨城、 

群馬、栃木、山梨 
8 名 

北信越地区   長野、新潟、富山、石川、福井 １名 

東海地区   静岡、愛知、岐阜、三重 １名 

近畿地区   京都、大阪、兵庫、奈良、滋賀、和歌山 １名 

中国地区   岡山、広島、山口、鳥取、島根 １名 

四国地区   愛媛、香川、徳島、高知 １名 

九州地区 
  福岡、佐賀、長崎、大分、宮崎、熊本、 

鹿児島、沖縄 
１名 

全日本実業団空手道連盟   １名 

全日本学生空手道連盟   １名 

全国高等学校体育連盟 

空手道部 
  １名 

全日本中学校空手道連盟   １名 
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５ 倫理委員会規程 
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公益財団法人全日本空手道連盟 

倫理委員会規程 

 

(目的) 

第１条 この規程は、公益財団法人全日本空手道連盟(以下「本連盟」という。)

理事会の議決に基づき、本連盟がわが国におけるアマチュア空手界を統括し、

代表する団体として、その自覚と責任を持ち、本連盟関係者が一体となって、

常に健全かつ公正な運営と発展に努めるとともに、空手道の振興を通して、

その社会的使命を果たしていくために必要な事項を定める。 

 

(所掌) 

第２条 委員会は次の事項を所掌する。 

(１) 本連盟及び本連盟役職員の綱紀粛正の推進に関すること。 

(２) 本連盟倫理規程第 2条に規定する本連盟関係者について、本連盟の定

款、規約、関係規程の遵守及び処分に関すること。 

(３) 前２号について、周知徹底を図るとともに必要に応じ事実確認等を行

い、その結果を理事会へ報告すること。ただし、事実確認等は加盟団体

に依頼できるものとする。 

 

(委員) 

第３条 委員は、本連盟理事、本連盟加盟団体役員及び学識経験者のうちから

理事会が選任し、会長が依嘱する。 

２．委員は、７名以内とする。 

３．委員のうち、本連盟理事は過半数を超えてはならない。 

４．委員の任期は、依嘱日より開始し、本連盟理事の任期と同じく終了する。

ただし再任を妨げない。補欠又は増員により選任した委員の任期は、前任者

又は現任者の残任期間とする。 

５．委員は、任期終了後においても、後任者が就任するまでは、なおその職務

を行う。 

６．第２項の人数に加え、委員会に本連盟事務局より、委員会の事務並びに通

報・相談窓口を所掌する担当職員を２名置く。担当職員は原則として男性１

名、女性１名とする。 

 

(委員長及び副委員長) 

第４条 委員会には委員長１名、及び必要に応じ副委員長２名以内を置くこと
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とし、委員のうちから互選により選任する。 

２．委員長は議長となり、会務を総括する。 

３．副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、

委員長が予め指名した順序によって、その職務を代行する。 

４．委員長及び副委員長に事故あるとき又は欠けたときは、互選により、他の

委員がその職務を代行する。 

 

(会議) 

第５条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が招集して、その議

長となる。 

２．会議を招集するときは、委員に対し、予め議題、日時、場所その他必要な

事項を通知しなければならない。 

３．委員会は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことはできない。

ただし、議題につき、書面をもってあらかじめ意見を表明した委員は、出席

者とみなす。 

４．委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数の場合は委員長

の決するところによる。 

５．委員は、自己に特別の利害関係がある議案の審議及び議決に加わることは

できない。 

６．委員長が必要と認めたときは、委員会に参考人の出席を求め、その意見を

聴取することができる。また当該本連盟関係者から、文書又は口頭による説

明、若しくは関係資料の提出を求めることができる。 

７．委員会は、原則として非公開とする。 

８．第３条第６項の事務担当職員は議決権を持たない。 

 

(審議結果の報告) 

第６条 委員長は、委員会の審議結果を遅滞なく理事会に報告しなければなら

ない。 

 

(議事録) 

第７条 委員会は、審議の経過及び結果を記録した議事録を作成する。議事録

は、原則として非公開とする。 

 

(秘密の保持) 

第８条 委員は、その職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後においても同様とする。 
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(細則) 

第９条 この規程に定めるもののほか実施に関し必要な事項は、委員会におい

て定める。 

 

(改廃) 

第１０条 本規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

附則 

１．この規程は、平成２４年１２月７日から施行する。 

２．この規程は、平成３０年５月１９日から施行する。 

３．この規程は、令和元年６月８日から施行する。 
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６ 女性委員会規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

女性委員会規程 

 

(目的) 

第１条 この規程は、公益財団法人全日本空手道連盟(以下「本連盟」という。)

規約第２０条の規定に基づき、女性委員会(以下「委員会」という。)に関し

て必要な事項を定めるものとする。 

 

(所掌) 

第２条 委員会は、次の各号を所掌する。 

 (１) 女性指導者の育成に関わること。 

 (２) 女性競技者の育成に関わること。 

 (３) 空手道の女性への普及・振興に関わること。 

 (４) 女性指導者等に係る講習会、研修会等の開催に関わること。 

 (５) その他 

 

(委員) 

第３条 委員は、本連盟会員又は学識経験者のうちから理事会が選任し、会長

が委嘱する。 

２．委員は、８名以内とする。 

３．委員は、選任時に満７３歳未満の者とする。 

 

(任期) 

第４条 委員の任期は、委嘱日より開始し、本連盟理事の任期と同じく終了す

る。ただし再任を妨げない。補欠又は増員により選任した委員の任期は、前

任者又は現任者の残任期間とする。 

２．委員は、任期終了後においても、後任者が就任するまでは、なおその職務

を行う。 

 

(委員長及び副委員長) 

第５条 委員会には委員長１名、及び必要に応じ副委員長２名以内を置くこと

とし、委員のうちから互選により選任する。 

２．委員長は議長となり、会務を総括する。 

３．副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、

委員長が予め指名した順序によって、その職務を代行する。 
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４．委員長及び副委員長に事故あるとき又は欠けたときは、互選により、他の

委員がその職務を代行する。 

 

(会議) 

第５条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、本連盟の請求に基づき委員

長が招集して、その議長となる。 

２．委員の３分の２以上の請求が本連盟にあった場合、本連盟はただちに委員

長に会議の招集を請求しなければならない。 

３．会議を招集するときは、委員に対し、予め議題、日時、場所その他必要な

事項を通知しなければならない。 

４．委員会は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことはできない。

ただし、書面をもってあらかじめ委任状を提出した委員は、出席者とみなす。 

５．委員会の議事は、委員長を除く出席した委員の過半数で決し、可否同数の

場合は委員長の決するところによる。 

 

(理事会への報告) 

第９条 委員会の決定事項は理事会に報告しその議決をもって効力を発する。 

 

(細則) 

第 10 条 この規程に定めるもののほか実施に関し必要な事項は、委員会におい

て定める。 

 

(改廃) 

第 11 条 本規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

附則 

１． この規程は、平成 25 年 12 月 6 日から施行する。 

 ２． この規程は、平成 29 年 6 月 3 日から施行する。 

 ３． この規程は、令和 3年 9月 16 日から施行する。 

 ４． この規程は、令和 5年 4月 1日から施行する。 
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７ アスリート委員会規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

アスリート委員会規程 

 

(目的) 

第１条 この規程は、公益財団法人全日本空手道連盟(以下、「本連盟」という。)

規約第２０条の規定に基づき、アスリート委員会(以下、「本委員会」という。)

に関して必要な事項を定めるものとする。 

 

(所掌) 

第２条 委員会は、次の各号を所掌する。 

（１） 競技・強化環境の改善や整備に関すること 

（２） オリンピックムーブメントの推進活動に関すること 

（３） アンチドーピングを含むコンプライアンス啓発に関すること  

（４） 選手のセカンドキャリアの支援に関すること 

（５） 選手の権利保護や紛争解決に向けた組織活動に関すること 

（６） その他選手に関すること 

 

（委員） 

第３条 本委員会の委員は１０名以内とし、原則として男女同数とする。    

２．委員は選任時満４０歳未満とし、本連盟に会員登録している者のうち、別

に定めるナショナルチーム選考規程に基づき選考された強化選手として指定

された実績を有する者（以下、「強化選手等」という。）又は、学識経験者と

して選ばれた者とする。 

３．委員に選出される強化選手等のうち半数以上の者は、委員選出の日から過

去４年以内にナショナルチームメンバーであった者から選任するものとし、

そのうち男女各１名以上は現在もナショナルチームメンバーとして選考され

ている者とする。 

 

(委員の選出) 

第４条 委員は、立候補と推薦による候補者の中から選任される。 

２．本連盟は、委員になる資格を持つ者に候補者の募集を周知する。  

３．委員に立候補する者は、当期委員の任期満了の３か月前までに、本連盟に

対して書面で立候補を表明する。委員候補を推薦する者は、被推薦者の了解

を得た上で本連盟に対して書面で推薦する。 
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(任期) 

第５条 委員の任期は、委嘱日より開始し、本連盟理事の任期と同じく終了す

る。ただし再任を妨げないものとし、補欠又は増員により選任した委員の任

期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

 

(委員長及び副委員長) 

第６条 委員会には委員長１名、及び必要に応じ副委員長２名以内を置くこと

とし、委員の互選により選出する。  

２．委員長は議長となり、会務を総括する。 

３．副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代行

する。 

４．委員長及び副委員長に事故あるときは、互選により他の委員がその職務を

代行する。 

 

(会議等) 

第７条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２．委員の３分の２以上の請求が本連盟にあった場合、本連盟はただちに委員

長に会議の招集を請求しなければならない。 

３．委員会は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことはできない。

ただし、書面をもってあらかじめ委任状を提出した委員は、出席者とみなす。 

４．会議の議事は、委員長を除く出席した委員の過半数で決し、可否同数の場

合は委員長の決するところによる。 

５．本連盟常任理事会は、委員会の議論を本連盟の組織運営に反映させるため、 

委員と本連盟常任理事会が意見交換する場を年２回以上設けなければならな

い。 

 

(理事会への報告) 

第８条 委員会の決定事項は書面をもって理事会に報告する。 

 

(その他) 

第９条 委員会のアドバイザーとして当連盟役員２名までを置くことができる。 

２．本委員会に事務局を設ける。 

 

(細則) 

第１０条 この規程に定めるもののほか実施に関し必要な事項は、委員会にお

いて定める。 
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(改廃) 

第１１条 この規程の改廃は、理事会の議決を経て行う。 

 

(附則） 

１．この規程は、令和３年４月９日から施行する。 

２．この規程は、令和３年９月１６日から施行する。 

３．この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
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８ 資格審査規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

資格審査規程 

 

この規程は中央技術委員会規程、第２章第４条に基づき制定する。 

 

(構成) 

第１条  個人有資格者の中より選任された資格審査員１級、２級、３級全員

で構成される。 

 

(所管) 

第２条  連盟より委嘱を受けた資格審査員はそれぞれの資格審査会の審査員

として当該公認資格の審査を行う。 

 

(任命) 

第３条  資格審査員の任命は、次の各号による。 

(１) １級資格審査員 

１級資格審査員は公認８段を取得し満６０歳以上で保有資格を満た

している者の中より常任理事会で審査し、会長が任命する。 

(２) ２級資格審査員 

２級資格審査員は公認７段を取得し満５０歳以上で保有資格を満た

している者の中より常任理事会で審査し、会長が任命する。 

(３) ３級資格審査員 

３級資格審査員は公認５段を取得し満４０歳以上で保有資格を満た

している者の中より都道府県連盟又は競技団体の会長が推薦し、常任理

事会で審査し会長が任命する。 

 

(審査員の任期) 

第４条  資格審査員の任期は、当連盟の役員改選の年度当初から２年とする。 

２．任期途中に新たに任命された資格審査員の任期は、任命の日から前項の任

期の残存期間とする。 

 

(定年) 

第５条 資格審査員の定年は、以下の通りとする。 

（１）１級資格審査員：任期の開始の日に満７３歳未満の者 

（２）２・３級資格審査員：任期の開始の日に満７１歳未満の者  
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(審査員の任命) 

第６条  各資格審査会の資格審査員の数は５名から７名とする。 

２．各資格審査会に審査長１名を置く。 

３．各資格審査会の審査長及び資格審査員の委嘱は、常任理事会で選出し、専

務理事が任命する。 

 

(審査範囲) 

第７条  資格審査員の保有資格及び審査範囲は別表のとおりとする。 

 

(審査科目) 

第８条  原則として各資格審査会の科目は実技、筆記の２科目とする。 

 

(判定会議) 

第９条  判定会議は原則として資格審査会終了後技術の合否を決定しなけれ

ばならない。 

２．審査長は判定会議終了後技術資格の合格者名簿を中央技術委員会、常任理

事会に提出しなければならない。 

 

（資格審議員） 

第１０条 資格審査に係る事業の有効かつ円滑な運営を図るため、資格審議員

を置くことができる。 

２．資格審議員は、年齢７４歳以上で人格識見共に優れ、次の各号のいずれに

も該当する者のうちから特別選考委員会で審議し（ただし当該者を除く）、理

事会の議を経て、会長が委嘱する。 

（１）永年にわたり１級資格審査員を務め本連盟の公認資格の審査員及び

資格に係 る講習会等の講師として多大な功績があると認められる

者 

（２）本連盟及び加盟団体又は競技団体若しくは協力団体において多大な

功績があると認められる者。 

３．公認資格審査を円滑に実施するため、資格審議員に下記の業務を委嘱する

ことができる。 

（１）公認資格審査会における立会人又は監査人 

（２）資格更新等に係る講習会などの講師 

（３）その他本連盟が必要と認める公認資格に関する専門的、技術的業務 

４．公認資格審査会を適正に実施するのに当たって、１級資格審査員が不足す

る場合、第１条、第２条及び第３条によらず、会長は資格審議員に当該資格

審査会の審査員を委嘱することができる。 
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５．特別選考委員会は、公認段位規程第７条、第８条及び第９条を準用する。 

６．資格審議員の任期は４年間とする。再任は妨げない。 

 

(立会人及び監査人) 

第１１条 中央に於ける資格審査会に立会人２名以内を置く。なお必要に応じ

て監査人を置くことができる。 

２．立会人は理事会より推薦された者とする。 

３．立会人は実技審査終了後の判定会議において、審査長より意見を求められ

たとき意見を述べることができる。 

４．監査人は、審査規定に即して適正に審査会が実施できるよう監督するとと

もに、必要な意見を述べることができる。また審査会終了後は速やかに監査

報告書を専務理事に提出しなければならない。  

 

(規程の改正) 

第１２条 この規程は理事会の議決により変更することができる。 

 

 

附  則 

１．この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２．この規程は、平成２４年６月２日から施行する。 

３．この規程は、平成２４年１２月７日から施行する。 

４．この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

５．この規程は、平成２６年５月２８日から施行する。 

６．この規程は、平成２８年５月１４日から施行する。 

７．この規程は、平成３０年５月１９日から施行する。 

８．この規程は、令和元年５月１８日から施行する。 

９．この規程は、令和元年１２月６日から施行する。 

10. この規程は、令和３年６月１９日から施行する。 

11．この規程は、令和３年９月１６日から施行する。 

12．この規程は、令和４年５月１４日から施行する。 
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別表（第７条関係 保有資格及び審査範囲） 

 

区

分 

保   有   資   格 

審  査  範  囲 指導者資格・称号 

一

級

資

格

審

査

員 

保有資格 
公認８段 

以 上 
全国審判員(組手、形 A級) 

公益財団法人日本スポーツ協会

公認空手道コーチ４      

範士 

審査範囲 
初段から 

８段まで 

全国審判員(組手、形) 

地区審判員(組手、形) 

都道府県審判員(組手、形) 

 

二

級

資

格

審

査

員 

保有資格 
公認７段 

以 上 
全国審判員(組手、形 A級) 

公益財団法人日本スポーツ協会

公認空手道コーチ３ 

教士 

審査範囲 
初段から 

５段まで 

全国審判員(組手、形) 

地区審判員(組手、形) 

都道府県審判員(組手、形) 

 

三

級

資

格

審

査

員 

保有資格 
公認５段 

以 上 

地区審判員(組手・形 A級)以

上 

公益財団法人日本スポーツ協会

公認空手道コーチ３以上 

錬士 

審査範囲 
初段から 

３段まで 
都道府県審判員(組手、形)  

(注）当該資格審査員に必要な形審判員 A 級については、1・２級資格審査員にあっては令

和５年４月１日から、３級資格審査員にあっては令和７年４月１日から適用する。 
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９ 公認段位規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

公認段位規程 

 

この規程は、中央技術委員会規程、第２章第４条に基づき制定する。 

 

(段位の段階) 

第１条  公認段位は、初段から１０段までとする。 

 

(制度) 

第２条  初段から８段までは、試験制度とする。 

２．前項によらず、以下の要件を満たす者には特別昇段制度とすることができ

る。 

(１)世界空手道選手権大会・オリンピック委員会主催の競技会・全日本空手

道選手権大会における個人優勝者のうち、常任理事会で認められた者。但

し、この特別昇段による段位を取得する者は５段位を上限とし、第１４条

別表の取得年齢に達したものでなければならない。 

(２)本連盟が指定する講習会を受講し、公認段位認定証を授与された者。但

し、この特別昇段による段位を取得する者は２段位を上限とし、第１４条

別表の取得年齢に達したものでなければならない。 

３．９段及び１０段は、特別推薦制度とする。 

 

(段位の追授) 

第３条  連盟は、特別に功績のあった者が死亡した際、その直後に、名誉段

位規程に基づき、会長の承認を経て段位を追授することができる。 

 

(技術資格の付与) 

第４条  公認段位保持者は、他の技術資格を取得することができる。 

 

(９段、１０段) 

第５条  ９段及び１０段の特別推薦は、必要に応じ特別選考委員会で審議し

(但し当該者を除く)、理事会の議を経て会長がこれを授与する。 

 

(特別推薦制度の選考基準) 

第６条 第２条第３項による選考は第１４条別表の受審基準を満たす者のうち

から以下の各号に該当する者に対して行う。 
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(１) 人格見識共に優れ、空手界の普及発展に多大な功績がある者及び本連

盟傘下全国組織を代表して多大な功績があると認められる者 

(２) 空手道を通しての国際貢献・社会貢献・行政貢献・学術貢献の高い業

績を有する者 

 

 (特別選考委員会) 

第７条  特別選考委員会は、専務理事が召集する。 

２．特別選考委員は７名で構成する。 

３．会議の成立は、委任を含め現在数の３分の２以上とし、議決は出席者の過

半数とする。 

 

(特別選考委員の選任) 

第８条  特別選考委員の選任は、理事会において行い、会長が委嘱する。 

 

(特別選考委員の任期) 

第９条  特別選考委員の任期は、１年とする。 

 

(段位証書) 

第１０条  公認段位は、この規程に定める審査を経て、その資格を取得した

者に対し、会長名の段位証書を授与する。 

 

第１１条 初段から３段までの審査会は、各都道府県連盟及び競技団体又は公

益財団法人日本スポーツ協会免除適応コース承認校において、原則として同

一年度３回を限度として審査会を実施することができる。 

２. ４段及び５段の審査会は、地区協議会及び競技団体において同一年度２回

を限度として実施することができる。但し、地区協議会又は競技団体で、独

自の段位を発行している団体は審査会を実施することができない。 

３. ６段及び７段の審査会は同一年度２回を限度として実施することができ

る。日時、場所、その他必要な事項は、あらかじめ連盟より公告又は通知す

る。 

４． ８段審査会は原則として同一年度に１回実施することができる。日時、

場所、その他必要な事項は、あらかじめ連盟より公告又は通知する。 

 

(協力団体の段位の移行) 

第１２条  第１４条に規定する要件を満たし、連盟規約第５条第２項に定め

られた協力団体の３段以下の段位保持者は、公認の同段位に移行することが

できる。 
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２．公認段位への移行を行なうとき、第１７条第２項に規定する登録料を支払

わなければならない。 

３．公認段位への移行の申請は、連盟規約第５条第２項に定められた協力団体

が、本連盟が別に定める申請書を用いて、これを行なうものとする。 

４．前項の申請期日をもって段位証書の発行日とする。 

５．申請書には、連盟が選任した３級資格審査委員以上の５名の署名(自署に限

る)及び捺印を必要とする。 

 

(審査員) 

第１３条  初段から３段までの審査は、各都道府県連盟、競技団体が選任し

た３級資格審査員以上５名により審査することができる。 

２．４段及び５段の審査は、専務理事が任命した２級資格審査員及び１名の１

級資格審査員により行うものとする。 

３．６段から８段までの審査は、専務理事が任命した１級資格審査員により行

うものとする。 

４．９段及び１０段の審査は、第５条に基づく。 

 

(受審者の資格基準) 

第１４条  段位の審査を受けるためには、連盟会員登録者で、別表に掲げる

要件を満たす者でなければならない。 

２．４段及び５段を受審できる回数は同一年度１回とする。 

 

(受審の申請) 

第１５条  段位の申請を受けようとする者は、所属団体を通じて、所定の申

請書を提出しなければならない。 

２．前項の申請書の様式は、別に定める。 

 

(審査の試験科目) 

第１６条  審査の試験科目は、以下の各号とする。但し、得意形は全空連得

意形リストから選ぶものとする。 

(１) 実技試験 

① 初段は指定形１つと自由組手を行う。２段、３段は、形（指定形、

得意形）２つと自由組手を行う。なお、受審者に配慮すべき理由があ

ると認められる場合は、自由組手に替えて約束組手を行うことができ

る。 

② ４段及び５段は形（指定形、得意形）２つと自由組手を行う。なお、

受審者に配慮すべき理由があると認められる場合は、自由組手に替え
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て約束組手を行うことができる。 

③ ６段は形（指定形、得意形）２つと自由組手を行う。なお、受審者

に配慮すべき理由があると認められる場合は、自由組手に替えて約束

組手を行うことができる。 

④ ７段は形（指定形、得意形）２つを行う。なお、形の分解と応用を

行うことがある。 

⑤ ８段は、形２つを行う。 

 

(２) 筆記試験 

① ６段以上は筆記試験を行なう。 

② ８段は論文試験とする。 

③ 初段から５段は筆記試験を行なうことができる。 

 

(審査料及び登録料) 

第１７条  受審者は、申請時に審査料を納入しなければならない。 

２．合格者は本連盟が指定する期日までに段位登録料を納入しなければならな

い。 

３．前項の金額については、常任理事会で立案し、理事会の承認を得る。 

 

(罰則) 

第１８条  段位取得後、経歴詐称、不当行為その他公認資格者にふさわしく

ない行為のあった場合は、常任理事会において審理し処置する。 

 

(規程の改正) 

第１９条  本規程は理事会の議決により変更することができる。 

 

(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第２０条  公正な審査会を期すため、審査会に係るすべての立会人、審査員、

受審者は不適切な報酬、手当、手数料、接待・供応等の直接又は間接的な強

要、受領若しくは提供をしてはならない。 

 

附  則 

１．この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２．この規程は、平成２４年６月２日から施行する。 

３．この規程は、平成２４年１２月７日から施行する。 

４．この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

５．この規程は、平成２６年５月２８日から施行する。但し、第１６条第１号
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②③の改正規定は平成２７年４月１日から施行する。 

６．この規程は、平成２７年５月１６日から施行する。 

７．この規程は、平成２８年５月１４日から施行する。 

８．この規程は、平成２８年１２月９日から施行する。 

９．この規程は、平成２９年５月１３日から施行する。 

10．この規程は、平成２９年１２月８日から施行する。 

11．この規程は、平成３０年５月１９日から施行する。 

12．この規程は、平成３０年１２月７日から施行する。 

13．この規程は、令和元年５月１８日から施行する。 

14．この規程は、令和３年６月１９日から施行する。 

15．この規程は、令和４年５月１４日から施行する。 
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別表（第１４条関係 受審者の資格基準） 

受 審 段 受  審  基  準 年  齢 

初 段 １ 級 取 得 者 [満１５歳以上] 

かつ 

[義務教育を 

修了した者] 

２ 段 初 段 取 得 後 １ 年 以 上 

３ 段 ２ 段 取 得 後 １ 年 以 上 [満１８歳以上] 

４ 段 ３ 段 取 得 後 ２ 年 以 上 [満２３歳以上] 

５ 段 ４ 段 取 得 後 ３ 年 以 上 [満２６歳以上] 

６ 段 ５ 段 取 得 後 ４ 年 以 上 [満３４歳以上] 

７ 段 ６ 段 取 得 後 ５ 年 以 上 [満４１歳以上] 

８ 段 ７ 段 取 得 後 ５ 年 以 上 [満５０歳以上] 

９ 段 ８ 段 取 得 後 ９ 年 以 上 [満７０歳以上] 

１ ０ 段 ９ 段 取 得 後 １ ０ 年 以 上  

海外日本人指導者の受審資格 

海外で継続して１０年以上指導し、会派の道歴保証か、居住国の連盟会長又は

それに準ずる者の道歴保証を提出し、中央技術委員会が認めた場合同段位を受審

することができる。 

※段審査及び資格審査員等の受審基準の経過年数は、当該経過年数の満了日の 30 日前から

認めることができる。 
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◇付録 

A.公認初段・２・３段位審査要領 

 

１ 審査の形式 

形、組手の２種類の実技試験とする。形の審査から実施する。 

段 位 形 組  手 

初段位 指定形１つ 自由組手１試合 

二段位 指定形１つと得意形１つ 自由組手２試合 

三段位 指定形１つと得意形１つ 自由組手２試合 

（注）受審者に特段の事情がある場合は、実施団体が承認した場合のみ自由組手に替え

て約束組手を実施することができる。申請を希望する受審者は、実施団体に段位

受審申請書を提出する際に、約束組手を希望する旨とその理由を記載した文書を

提出する。併せて医師の診断書がある場合は添付する。 

 

２ 審査員等の構成 

３級資格審査員以上５名とし、そのうち１名を審査長とする。各都道府県連盟、競

技団体で資格審査員が５名に満たない場合は、所属する当該地区協議会又は全空連に

審査員を派遣申請する。 

 

３ 実技試験の評価 

（１）各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、

総合判定する。 

（２）審査長は資格審査会終了後速やかに５人の審査員の得点の合計を算出し、得点の

合計を算出し、下記の表に基づき合否を決定する。 

    実技試験合計点         備   考 

合 格 ７点以上  

不合格 実技試験合計点が６点以下は不合格とする。 

（３）審査長は判定会議終了後合格者名簿を全空連に提出できるよう所定の事務処理を

行う。 

（４）審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査員

は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査員を

除いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

 

４ 実施上の留意点 

（１）２段、３段審査の形は連続して演武する。 

（２）得意形は、全空連空手競技規程の得意形リストに記載されているものとする。 

（３）自由組手においてはマットを使用するなど安全面に十分配慮する。全空連指定メ



△もくじに戻る 

 
 

ンホーなど安全具を使用してもよい。 

（４）審査長が受審者に特段に配慮すべき理由があると認めた場合は、自由組手に代え

て約束組手を実施することができる。 

（５）自由組手における組手技術を円滑に審査するため、全国組手審判員又は地区組手

審判員を活用する。 

（６）自由組手の時間は審査長が評価に必要な時間を適宜確保し、ベルで終了を合図す

る。 

（７）自由組手は年齢ができるだけ近いもの同士、男女別に実施することを原則とする。 

（８）自由組手において罰則に該当する行為で対戦相手を負傷させた場合は、その取り

扱いについて審査員で協議する。 

（９）少年段位も一般段位の審査要領に準ずる。 

 

B.公認４・５段位の審査要領 

 

１ 審査の形式 

（１）形、組手の２種類とする。形の審査から実施する。 

 段 位   形      組手 

四段位 指定形１つと得意形１つ 自由組手２試合 

五段位 指定形１つと得意形１つ 自由組手２試合 

（注）受審者に特段の事情がある場合は、全空連が承認した場合のみ自由組手に替えて

約束組手を実施することができる。申請を希望する受審者は、実施団体に段位受

審申請書を提出する際に、約束組手を希望する旨とその理由を記載した文書を提

出する。併せて医師の診断書がある場合は添付する。 

 

２ 審査員等の構成 

全空連から派遣された資格審査員５名（審査長は１級資格審査員）とする。 

 

３ 実技試験の評価 

（１）各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、

総合評価する。 

（２）資格審査会終了後速やかに５人の審査員の得点の合計を算出し、下記の表に基

づき合否を決定する。 

    実技試験合計 

合 格 ７点以上 

不合格 実技試験が７点未満は不合格とする。 

（３）審査長は判定会議終了後合格者名簿を全空連に提出するための事務処理を行う。 

（４）審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査
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員は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査員

を除いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

 

４ 実施上の留意点 

 （１）得意形は、空手競技規程の得意形リストに記載されているものとする。 

 （２）組手の審査にあたっては、マットを使用するなど安全面には十分配慮する。 

（３）自由組手は、年齢ができるだけ近いもの同士、男女別に実施することを原則と

する。 

（４）自由組手の審判員は安全確保のため、全国組手審判員又は地区組手審判員有資

格者とする。 

 （５）形又は自由組手が特段に優れている受審者には、評価をつける際に配慮する。 

（６）自由組手において罰則に該当する行為で対戦相手を負傷させた場合は、その取

り扱いについて審査員で協議する。 

（７）自由組手の時間は審査長が評価に必要な時間を確保しベルで終了時間を知らせ

る。 

 

 

C.公認６段位審査合否判定要領 

 

１ 審査の形式  

（１）実技試験（形、組手とし、形の審査から実施する。） 

形 組手 

指定形１つと得意形１つ 自由組手２試合 

（注）受審者に特段の事情があると全空連が認めた場合は、自由組手に替えて約束組

手を行うことができる。申請を希望する受審者は、全空連に段位受審申請書を提

出する際に、約束組手を希望する旨とその理由を記載した文書を提出する。併せ

て医師の診断書がある場合は添付する。 

（２）筆記試験 

 

２ 審査員の構成 

  全空連から指名された資格審査員７名とする。 

 

３ 実技試験の評価 

①各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、総

合評価する。 

②７人の審査員の総合判定の得点の合計を算出する。 
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４ 筆記試験の配点 

１００点満点 

 

５ 合否判定 

下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験 筆記試験 

合格 １１点以上 ８０点以上 

合格 １２点以上 ７９点から７０点は実技試験の点数から

１点を引く。 

合格 １０点 ９０点以上は実技試験に 1点加点する。 

不合格 実技試験が９点以下、あるいは筆記試験が６９点以下の場合は不

合格とする。 

（注１）審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査

員は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査員を

除いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

 

６ 実施上の留意点 

 ① 得意形は、空手競技規定の全空連得意形リストに記載されているものとする。 

 ② 自由組手は、年齢ができるだけ近いもの同士、男女別に実施することを原則とす

る。 

 ③ 形又は組手が特段に優れている受審者には、評価を付ける際に配慮する。 

 ④ 自由組手において罰則に該当する行為で対戦相手を負傷させた場合は、その取扱

いについて審査員で協議する。 

 ⑤ 自由組手の時間は審査長が評価に必要な時間を確保しベルで終了時間を知らせ

る。 

 

 

D.公認７段位審査合否判定要領 

 

１ 審査の形式  

（１）実技試験 

   形２つ(指定形 1つ、得意形１つ)を行う。形の分解と応用を行うことがある。 

（注）形は、空手競技規定の指定形リスト及び全空連得意形リストに記載されている

ものとする。 

（２）筆記試験 

 

２ 審査員の構成 
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  全空連から指名された資格審査員７名とする。 

 

３ 実技試験の評価 

① 各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、

総合評価する。 

② ７人の審査員の総合判定の得点の合計を算出する。 

 

４ 筆記試験の配点 

１００点満点 

 

５ 合否判定 

下記の表に基づき合否を決定する。 

 

 実技試験 筆記試験 

合格 １１点以上 ８０点以上 

合格 １２点以上 
７９点から７０点は実技試験の点数から

１点を引く。 

合格 １０点 ９０点以上は実技試験に 1点加点する。 

不合格 
実技試験が９点以下、あるいは筆記試験が６９点以下の場合は不

合格とする。 

（注１）審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査

員は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査員を

除いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

 

E.公認８段位審査合否判定要領 

 

１ 審査の形式  

（１）実技試験 

   形２つを行う。形の分解と応用を行うことがある。 

（注）形は、空手競技規定の指定形リスト及び全空連得意形リストに記載されている

ものとする。 

（２）筆記試験 

小論文 

 

２ 審査員の構成 

  全空連から指名された資格審査員７名とする。 
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３ 実技試験の評価 

① 各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、

総合評価す  る。 

② ７人の審査員の総合判定の得点の合計を算出する。 

 

４ 筆記試験の評価 

  小論文の評価を「秀（９０点以上）」、「優（８０点台）」、「良（７０点台）」、「不可

（７０点未満）」とする。 

 

５ 合否判定 

下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験評価 筆記試験（小論文）評価 

合格 １１点以上 「秀」、「優」 

合格 １２点以上 「秀」、「優」、「良」 

審議（注 1） １０点 「秀」、「優」 

不合格 
実技試験が９点以下、あるいは筆記試験が

「不可」の場合は不合格とする。 

(注 1) 審議にあたっては、審査長は立会人の意見を求めることができる。その後審査

員で合否を再度審議し、審査員の過半数の合意が得られた場合は合格とする。 

(注２) 審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査

員は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査員を除

いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

(注３)11 点以上の合格者がいない場合のみ、10 点の者を審議対象として、審議を行う

ことができる。 
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10 公認少年段位規程 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

公認少年段位規程 

 

 

この規程は、中央技術委員会規程、第２章第４条に基づき制定する。 

 

(少年段位の段階) 

第１条  公認少年段位は、少年初段から少年２段までとする。 

 

(制度) 

第２条  少年初段から少年２段は、試験制度とする。 

 

(少年段位証書) 

第３条  公認少年段位は、この規程に定める審査を経て、その資格を取得し

た者に対し、少年部と明記された会長名の段位証書を授与する。 

 

(少年段位審査会の実施) 

第４条  少年初段から少年２段までは、各都道府県連盟及び競技団体におい

て、必要に応じ、審査会を実施することができる。 

２．公認少年段位保持者は、公認段位規程の別表に定める条件を満たしたとき、

公認段位の同段位に移行することができる。 

 

(協力団体の段位の移行) 

第５条  第７条に規定する要件を満たし、連盟規約第５条第２項に定められ

た協力団体の２段以下の段位保持者は、公認の少年の同段位に移行すること

ができる。 

２．公認少年段位への移行を行なうとき、第１０条第２項に規定する登録料を

支払わなければならない。 

３．公認少年段位への移行の申請は、連盟規約第５条第２項に定められた協力

団体が、本連盟が別に定める申請書を用いて、これを行なうものとする。 

４．前項の申請期日をもって段位証書の発行日とする。 

５．申請書には、連盟が選任した３級資格審査委員以上の５名の署名(自署に限

る)及び捺印を必要とする。 
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(少年段位審査員) 

第６条  少年初段から少年２段までの審査は、都道府県連盟及び競技団体が

選任した３級資格審査員以上５名により審査することができる。 

 

 (受審者の資格基準) 

第７条  少年段位の審査を受けるためには、連盟会員登録者で、別表に掲げ

る要件を満たす者でなければならない。 

 

(受審の申請) 

第８条  段位の申請を受けようとする者は、各都道府県連盟、全国中学校空

手道連盟又は協力団体を通じて、所定の申請書を提出しなければならない。 

２．前項の申請書の様式は、別に定める。 

 

(審査の科目) 

第９条  審査の科目は、公認段位規程第１６条に準ずる。 

 

(審査料及び登録料) 

第１０条  受審者は、申請時に審査料を納入しなければならない。 

２．合格者は本連盟が指定する期日までに段位登録料を納入しなければならな

い。 

３．前項の金額については、常任理事会で立案し、理事会の承認を得る。 

 

(罰則) 

第１１条  段位取得後、経歴詐称、不当行為その他資格者にふさわしくない

行為のあった場合は、常任理事会において審理し処置する。 

 

(規程の改正) 

第１２条  本規程は理事会の議決により変更することができる。 

 

(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第１３条  公正な審査会を期すため、審査会に係るすべての立会人、審査員、

受審者は不適切な報酬、手当、手数料、接待・供応等の直接又は間接的な強

要、受領若しくは提供をしてはならない。 

 

 

 

附  則 
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１．この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２．この規程は、平成２４年１２月７日から施行する。 

３．この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

４．この規程は、平成２６年５月２８日から施行する。 

５．この規程は、平成２８年５月１４日から施行する。 

６．この規程は、平成２８年１２月９日から施行する。 

７．この規程は、平成３０年１２月７日から施行する。 

 

 

 

別表（第６条関係 受審者の資格基準） 

 

受 審 段 受  審  基  準 年  齢 

少 年 初 段 １ 級 取 得 者 [満１５歳未満] 

又は 

[義務教育を修了 

していない者] 
少 年 ２ 段 少 年 初 段 取 得 後 １ 年 以 上 

※段審査及び資格審査員等の受審基準の経過年数は、当該経過年数の満了日の 30 日前から

認めることができる。 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

公認称号規程 

 

この規程は、中央技術委員会規程第２章第４条に基づき制定する。 

 

(目的) 

第１条  この規程は、連盟の普及発展のために、功績のあった者に、公認称

号を贈ることを目的とする。 

 

(称号の名称及び段階) 

第２条  称号は全空連錬士、全空連教士、全空連範士の３段階とする。 

 

(称号の授与) 

第３条  称号は、会長推薦並びに都道府県連盟、競技団体及び協力団体の会

長の推薦に基づき、常任理事会の審査を得て会長がこれを授与する。 

 

(称号証書) 

第４条  称号はこの規程に定める審査を経て、その資格を取得した者に対し、

会長名の称号証書を授与する。 

 

(申請資格) 

第５条  称号の申請対象者は、次の資格を有しなければならない。 

２．連盟の会員登録者で公認段位を有し、別表に掲げる要件を満たす者。 

 

(申請手続) 

第６条  称号の申請対象者は、本連盟、都道府県連盟、競技団体及び協力団

体を通じて、所定の申請書を提出しなければならない。 

２．前項の申請書の様式は、別に定める。 

 

(審査時期と方法) 

第７条  称号審査会は、原則として年１回とし、時期については連盟より公

告又は通達する。 

２．称号審査は、書類審査により行う。 
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(審査料及び登録料) 

第８条  受審者は、申請時に審査料を納入しなければならない。 

２．合格者は、本連盟が指定する期日までに登録料を納入しなければならない。 

３．審査料及び登録料の金額は、常任理事会で立案し、理事会の承認を得る。 

 

(規程の改正) 

第９条  この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第１０条  公正な審査会を期すため、審査会に係るすべての審査員、受審者

は不適切な報酬、手当、手数料、接待・供応等の直接又は間接的な強要、受

領若しくは提供をしてはならない。 

 

附  則 

１．この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２．この規程は、平成２４年６月２日から施行する。 

３．この規程は、平成２４年１２月７日から施行する。 

４．この規程は、平成２６年５月２８日から施行する。 

５．この規程は、平成２８年１２月９日から施行する。 

６．この規程は、平成３０年５月１９日から施行する。 

７．この規程は、平成３０年１２月７日から施行する。 

８．この規程は、令和元年５月１８日から施行する。 
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別表(第５条関係受審者の資格基準) 

称号 公認段位 取得年数及び資格 年齢 摘    要 

錬 士 

５段以上 

取 得 後 

１年以上 

地区審判員(組手・形) 

公益財団法人日本スポーツ協

会公認空手道コーチ２以上 

４０歳 

以上 

指導者として、斯道に

功績顕著であること。 

教 士 

６段以上 

取 得 後 

１年以上 

錬士取得後１年以上 

全国審判員(組手・形) 

公益財団法人日本スポーツ協

会公認空手道コーチ３以上 

全空連３級資格審査員以上 

５０歳 

以上 

指導者として、斯道に

功績顕著であり、技能

識見を備わっているこ

と。 

範 士 
８段以上 

取 得 後 

教士取得後１年以上 

全国審判員(組手・形) 

公益財団法人日本スポーツ協

会公認空手道コーチ４ 

全空連２級資格審査員以上 

６０歳 

以上 

指導者として、徳操高

潔、識見高邁にして斯

道の範たること。 

 

(注)１．称号の取得は、錬士、教士、範士の段階をおって申請しなければならない。 

２．年齢は称号審査会の開催日を基準とする。 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

推薦段位規程 

 

この規程は、中央技術委員会規程第２章第４条に基づき制定する。 

 

(目的) 

第１条  この規程は、公認段位制度の普及発展のために、推薦段位制度につ

いて定める。 

 

(段位の段階) 

第２条  推薦段位は、４段から８段までとする。 

 

(段位の授与) 

第３条  推薦段位は、都道府県連盟、競技団体及び協力団体の会長の推薦に

基づき、本連盟会長がこれを授与する。 

２．認証には、審査として筆記試験又は論文の提出を求めることがある。 

 

(審議の対象) 

第４条  推薦段位審議の対象は、過去に公認同段位受審実績のある者の中よ

り選出する。 

２．推薦段位保持者は、上位の推薦段位を取得できない。 

 

(段位証書) 

第５条  段位証書の登録番号は、推第○○号と付す。 

 

(受審資格) 

第６条  推薦段位の受審資格は、本連盟会員登録者で、別表に掲げる要件を

満たす者でなければならない。 

 

(推薦８段) 

第７条  推薦８段は、年齢満６５歳以上とし、人格、識見共に高く、現在空

手界の指導育成に多大の貢献をしたと認められる者。 

 

(推薦７段) 

第８条  推薦７段は、年齢満５５歳以上とし、現在空手界の指導育成に尽力
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し、識見ありと認められる者。 

 

 (推薦６段) 

第９条  推薦６段は、年齢満４５歳以上とし、現在空手界の指導育成に尽力

し、指導者としてふさわしいと認められる者。 

 

(推薦５段) 

第１０条  推薦５段は、年齢満４０歳以上とし、現在空手界の指導育成に努

力し、且つ自らも技術の向上に努めていると認められる者。 

 

(推薦４段) 

第１１条  推薦４段は、年齢満３５歳以上とし、現在空手界の指導育成に努

力し、且つ自らも技術の向上に努め将来性あると認められる者。 

 

(技術資格の付与) 

第１２条  推薦段位保持者は、他の技術の資格を取得できない。ただし、推

薦段位取得までに所持している資格の保持は認める。 

 

(公認段位への受審) 

第１３条  推薦段位保持者が、公認段位を受審する場合は、必ず自己の保持

する推薦段位と同段位の公認段位を受審しなければならない。 

 

(審査時期) 

第１４条  推薦段位の認証の審議は、原則として年１回とし、時期について

は連盟より公告又は通知する。 

 

(手続) 

第１５条  受審の手続きは、連盟所定の様式による。 

 

(審査料及び登録料) 

第１６条  受審者は、申請時に審査料を納入しなければならない。 

２．合格者は本連盟が指定する期日までに段位登録料を納入しなければならな

い。 

３．審査料及び登録料の金額は、常任理事会で立案し、理事会の承認を得る。 

 

(規程の改正) 

第１７条  本規程は理事会の議決により変更することができる。 
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(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第１８条  公正な審査会を期すため、審査会に係るすべての審査員、受審者

は不適切な報酬、手当、手数料、接待・供応等の直接又は間接的な強要、受

領若しくは提供をしてはならない。 

 

附  則 

１．この規程は、平成２４年４月１日より施行する。 

２．この規程は、平成２４年１２月７日より施行する。 

３．この規程は、平成２６年５月２９日より施行する。 

４．この規程は、平成２８年１２月９日より施行する。 

５．この規程は、平成３０年１２月７日から施行する。 

 

 

 

 

別表(第６条関係 受審資格) 

 

推薦段位 推 薦 段 位 受 審 資 格 年   齢 

８段 受審実績５回以上の者 満６５歳以上 

７段 

受審実績４回以上の者 

満５５歳以上 

６段 満４５歳以上 

５段 

受審実績３回以上の者 

満４０歳以上 

４段 満３５歳以上 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

名誉段位規程 

 

この規程は、中央技術委員会規程第２章第４条に基づき制定する。 

 

(目的) 

第１条  この規程は、連盟の普及発展のために、功績のあった者に、名誉段

位を贈ることを目的とする。 

 

(段位の段階) 

第２条  名誉段位は、３段から１０段までとする。 

 

(段位の授与) 

第３条  名誉段位は、本連盟会長推薦並びに都道府県連盟、競技団体及び協

力団体の会長の推薦に基づき、理事会の議を経て会長がこれを授与する。 

２．連盟規約第１２条第１項に規定する名誉段位の授与は、理事会の推薦を経

て会長がこれを授与する。 

 

(段位証書) 

第４条  段位証書の登録番号は、名誉第○○号と付す。 

 

(受審時期) 

第５条  名誉段位の認証審議は、原則として年１回とし、時期については、

連盟より公告又は通知する。 

 

(審査料及び登録料) 

第６条  審査料及び登録料は、無料とする。 

 

(規程の改正) 

第７条  本規程は理事会の議決により変更することができる。 

 

(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第８条  公正な審議を期すため、審議に係るすべての役員、受審者は不適切

な報酬、手当、手数料、接待・供応等の直接又は間接的な強要、受領若しく

は提供をしてはならない。 
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附  則 

１．この規程は、平成２４年４月１日より施行する。 

２．この規程は、平成２６年５月２８日より施行する。 

３．この規程は、平成３０年１２月７日から施行する。 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

公認審判員規程 

 

 

この規程は、中央技術委員会規程第２章第４条に基づき制定する。 

 

 

第１章  公認組手審判員 

 

 

(区分) 

第１条  公認組手審判員は、次の通り区分する。 

(１) 全国組手審判員  Ａ級、Ｂ級、Ｃ級 

(２) 地区組手審判員  Ａ級、Ｂ級、Ｃ級 

(３) 都道府県組手審判員  Ａ級、Ｂ級 

２．前項において、上位は下位を兼ねることができる。 

 

(資格) 

第２条  全国組手審判員、地区組手審判員及び都道府県組手審判員は、別表

１に掲げる資格基準に基づき、それぞれの公式競技において、審判員の資格

を有する。 

 

(資格の有効期間)   

第３条  全国組手審判員、地区組手審判員及び都道府県組手審判員の有効期

間は、資格取得の次年度から３年後の３月３１日までとする。 

 

(資格の更新)   

第４条  全国組手審判員の資格の更新は、その有効期限内に連盟又は所属す

る地区協議会が指定する更新講習会に出席、受講することをもってこれを行

なう。 

２．地区組手審判員の資格の更新は、その有効期限内に所属する地区協議会が

指定する講習会に出席、受講することをもってこれを行なう。 

３．都道府県組手審判員の資格の更新は、その有効期限内に所属する都道府県

連盟が指定する講習会に出席、受講することをもってこれを行なう。 

４．やむを得ない事情により、第１項及び第２項において所属する地区協議会
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で更新講習会を受講できない場合、他の地区協議会で資格の更新を行なうこ

とができる。ただし、所属する地区協議会及び受講する地区協議会で事前に

承諾を得なければならない。 

 

 (資格の失効) 

第５条  以下の各号に当てはまる場合、組手審判員の資格を失う。 

  (１) 会員規程第６条により会員の資格を喪失した場合 

  (２) 任期中に第４条に定める更新を行なわなかった場合 

  (３) 連盟規約第１５条に規定する懲戒処分のうち、除名、資格剥奪の処

分を受けた場合 

２．前項第２号で資格を失った場合、以下の各号の通り資格を格下げする。 

(１) 全国組手審判員は地区組手審判員とする。ただし、第４条別表１の審

判歴にかかわらず、地区組手審判員講習を１回以上受講した後に全国組手

審判員受審の資格を得る。 

(２) 地区組手審判員は都道府県組手審判員とする。ただし、第４条別表１

の審判歴にかかわらず、都道府県組手審判員講習を１回以上受講した後に

地区組手審判員受審の資格を得る。 

 

(審査会の実施) 

第６条  全国組手審判員及び地区組手審判員の審査会は、毎年１回実施する

ことを原則とし、日時、場所、その他必要事項をあらかじめ本連盟および地

区協議会より公告又は通知する。 

２．都道府県組手審判員の審査会は、別に定める都道府県組手審判員審査要領

に基づき当該都道府県連盟が行なう。 

 

(資格失効の特例) 

第６条の２ 第５条第２号にかかわらず、次の各号のいずれかに該当し資格の

更新ができなかった場合に限り審判員資格の更新を休止することができる。 

（１）病気入院加療中で更新手続きができなかったとき。  

（２）災害を受けて更新手続きができなかったとき。 

（３）海外勤務により更新手続きができなかったとき。 

（４）本連盟が特段の事由があると判断したとき。 

２．組手審判員資格の更新を休止するためには、組手審判員資格更新休止申請

書を全国組手審判員及び地区組手審判員にあっては本連盟に、都道府県組手

審判員にあっては都道府県連盟に原則として有効期限が過ぎるまでにすみや

かに提出し、その承認を得なければならない。 

３．組手審判員資格更新休止申請書には、その事由を証することができる書類
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を添付しなければならない。 

４．組手審判員資格更新休止は、有効期限から３年を超えない範囲内とし、更

新休止中は、当該資格の審判員としての活動はできない。 

５．組手審判員資格を復活するためには、休止のための事由が解消後速やかに

当該連盟に届け、定められた講習会等に出席し資格の復活に係る登録料を支

払わなければならない。 

 

(競技団体審判員資格の移行) 

第７条  公認組手審判員規程別表１に規定する都道府県組手審判員の要件を

満たし、都道府県組手審判員審査要領に準じて実施した、連盟規約第４条第

２項に定められた競技団体の審判員資格は、公認の都道府県審判員に移行す

ることができる。 

２．都道府県組手審判員への移行を行うとき、第１２条２項に規定する登録料

を支払わなければならない。 

３．都道府県審判員への移行の申請は、連盟規約第４条第２項に定められた前

項の申請期日をもって審判員資格の発行日とする。 

４．申請書には、連盟が選任した３級資格審査員以上の５名の署名（自署に限

る）及び捺印を必要とする。 

５．都道府県組手審判員の資格の更新は、その有効期限内に所属する競技団体

が指定する講習会に出席、受講することをもってこれを行うことができる。 

 

(審査員) 

第８条  全国組手審判員及び地区組手審判員の審査は、すべて本連盟より選

任された資格審査員７名又は５名により行う。 

２．都道府県組手審判員の審査は、資格審査規程第６条第３項にかかわらず、

当該都道府県連盟により選任された資格審査員 5名により行う。 

 

(受審者の資格基準) 

第９条  全国組手審判員、地区組手審判員及び都道府県組手審判員の審査を

受けるためには、連盟会員登録者で、別表１に掲げる要件を満たす者でなけ

ればならない。 

 

(受審の申請) 

第１０条  全国組手審判員及び地区組手審判員の審査を受けようとする者は、

各都道府県連盟、競技団体を通じて、所定の申請書を提出しなければならな

い。 

２．前項の申請書の様式は別に定める。 
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３．都道府県組手審判員の審査を受けようとする者は、当該都道府県連盟の定

めによる。 

 

(審査の科目) 

第１１条  審査の科目は、実技試験並びに筆記試験を行うものとする。 

 

(審査料及び登録料)  

第１２条  受審者は、申請時に審査料を納入しなければならない。 

２．合格者は、本連盟が指定する期日までに登録料を納入しなければならない。 

３．審査料及び登録料の金額は、常任理事会で立案し、理事会の承認を得る。 

４．都道府県組手審判員の審査料及び登録料（全空連登録料を含む。）は、当該

都道府県連盟で定める。 

 

(委嘱) 

第１３条  地区及び都道府県で行われる競技の組手審判員について、当該地

区内に有資格者が不足の場合は、他に委嘱することができる。 

 

(講習会) 

第１４条  第１条に規定する組手審判員は、本連盟及び地区協議会又は当該

都道府県連盟が指定する講習を受けなければならない。 

 

(定年) 

第１５条  公認組手審判員の定年は、満６５歳とする。但し、満６５歳定年

後も更新できるものとする。 

２．全空連、地区協議会又は都道府県連盟(区郡市連盟を含む。)の主催する競

技会において、当該主催者が認める場合、定年を越えても監査並びに審判員

を委嘱することができる。ただし、全日本空手道選手権大会及び国民体育大

会空手道競技会を除くものとする。 

 

 

第２章  公認形審判員 

 

 

(区分) 

第１６条  公認形審判員は、次の通り区分する。 

(１) 全国形審判員   Ａ級、Ｂ級 

(２) 地区形審判員   Ａ級、Ｂ級 
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(３) 都道府県形審判員 

２．前項において、上位は下位を兼ねることができる。 

 

 (資格) 

第１７条  全国形審判員、地区形審判員及び都道府県形審判員は、別表２に

掲げる資格基準に基づき、それぞれの公式競技において、審判員の資格を有

する。 

 

(資格の有効期間) 

第１８条  全国形審判員、地区形審判員及び都道府県形審判員の有効期間は、

資格取得の次年度から３年後の３月３１日までとする。 

 

(資格の更新) 

第１９条  全国形審判員の資格の更新は、その有効期限内に本連盟が指定す

る更新講習会に出席、受講することをもってこれを行なう。 

２．地区形審判員の資格の更新は、その有効期限内に所属する地区協議会が指

定する講習会に出席、受講することをもってこれを行なう。 

３．都道府県形審判員の資格の更新は、その有効期限内に所属する都道府県連

盟が指定する講習会に出席、受講することをもってこれを行なう。 

４．やむを得ない事情により、第２項において所属する地区協議会で更新講習

会を受講できない場合、他の地区協議会で資格の更新を行なうことができる。

ただし、所属する地区協議会及び受講する地区協議会で事前に承諾を得なけ

ればならない。 

 

(資格の失効) 

第２０条  以下の各号に当てはまる場合、形審判員の資格を失う。 

  (１) 会員規程第６条により会員の資格を喪失した場合 

  (２) 任期中に第１８条に定める更新を行なわなかった場合 

  (３) 連盟規約第１５条に規定する懲戒処分のうち、除名、資格剥奪の処

分を受けた場合 

２．前項第２号で資格を失った場合、以下の各号の通り資格を格下げする。 

(１) 全国形審判員は地区形審判員とする。ただし、第４条別表２の審判歴

にかかわらず、地区形審判員講習を１回以上受講した後に全国形審判員

受審の資格を得る。 

(２) 地区形審判員は都道府県形審判員とする。ただし、第４条別表２の審

判歴にかかわらず、都道府県形審判員講習を１回以上受講した後に地区

形審判員受審の資格を得る。 
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(審査会の実施) 

第２１条  全国形審判員及び地区形審判員の講習会、審査会は毎年１回実施

することを原則とし、日時、場所、その他必要事項をあらかじめ本連盟及び

地区協議会より公告又は通知する。 

２．都道府県形審判員の審査会は、別に定める都道府県形審判員審査要領に基

づき当該都道府県連盟が行う。 

３ 前項にかかわらず、当該都道府県連盟で審査会の実施が困難な場合は、当

該地区協議会に所属する都道府県連盟との合同開催又は地区協議会で実施す

ることができる。 

 

(資格失効の特例) 

第２１条の２  第５条第２号にかかわらず、次の各号のいずれかに該当し資

格の更新ができなかった場合に限り審判員資格の更新を休止することができ

る。 

（１）病気入院加療中で更新手続きができなかったとき。  

（２）災害を受けて更新手続きができなかったとき。 

（３）海外勤務により更新手続きができなかったとき。 

（４）本連盟が特段の事由があると判断したとき。 

２．形審判員資格の更新を休止するためには、形審判員資格更新休止申請書を

全国形審判員及び地区形審判員にあっては本連盟に、都道府県形審判員にあ

っては都道府県連盟に原則として有効期限が過ぎるまでにすみやかに提出し、

その承認を得なければならない。 

３．形審判員資格更新休止申請書には、その事由を証することができる書類を

添付しなけれならない。 

４．形審判員資格更新休止は、有効期限から３年を超えない範囲内とし、更新

休止中は、当該資格の審判員としての活動はできない。 

５．形審判員資格を復活するためには、休止のための事由が解消後速やかに当

該連盟に届け、定められた講習会等に出席し資格の復活に係る登録料を支払

わなければならない。 

 

(競技団体審判員資格の移行) 

第２２条  公認形審判員規程別表２に規定する都道府県形審判員の要件を満

たし、都道府県形審判員審査要領に準じて実施した、連盟規約第４条第２項

に定められた競技団体の審判員資格は、公認の都道府県審判員に移行するこ

とができる。 

２．都道府県形審判員への移行を行うとき、第２７条２項に規定する登録料を
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支払わなければならない。 

３．都道府県審判員への移行の申請は、連盟規約第４条第２項に定められた前

項の申請期日をもって審判員資格の発行日とする。 

４．申請書には、連盟が選任した３級資格審査員以上の５名の署名（自署に限

る）及び捺印を必要とする。 

５．都道府県形審判員の資格の更新は、その有効期限内に所属する競技団体が

指定する講習会に出席、受講することをもってこれを行うことができる。 

 

(審査員) 

第２３条  全国形審判員及び地区形審判員の審査は、すべて連盟より委託を

受けた資格審査員により行う。 

２ 都道府県形審判員の審査は、資格審査員規程第６条第３項にかかわらず、

当該連盟より選任された３級資格審査員以上４名と２級資格審査員以上の審

査長１名により行う。ただし、当分の間、３級資格審査員５名で審査を行う

ことができる。 

 

(受審者の資格基準) 

第２４条  全国形審判員、地区形審判員及び都道府県形審判員の審査を受け

るためには、連盟会員登録者で、以下の各号及び別表２に掲げる要件を満た

す者でなければならない。 

（１）全国形審判員 B級受審者は全国形審判員養成講習会の受講修了者でなけ

ればならない。なお、全国形審判員 B級で全国形審判員養成講習会を受講

していない者は全国形審判員 A級受審することはできない。 

（２）地区形審判員 B級受審者は原則として地区形審判員養成講習会の受講修

了者でなければならない。なお、地区形審判員 B級で地区形審判員養成講

習会を受講していない者は地区形審判員 A級受審することはできない。 

 

(受審の申請) 

第２５条  全国形審判員及び地区形審判員の審査を受けようとする者は、各

都道府県連盟、競技団体を通じて、所定の申請書を提出しなければならない。 

２．前項の申請書の様式は別に定める。 

３．都道府県形審判員の審査を受けようとする者は、当該都道府県連盟の定め

による。 

 

(審査の科目) 

第２６条  審査の科目は、実技試験並びに筆記試験を行うものとする。 
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(審査料及び登録料)  

第２７条  受審者は、申請時に審査料を納入しなければならない。 

２．合格者は、本連盟が指定する期日までに登録料を納入しなければならない。 

３．審査料及び登録料の金額は、常任理事会で立案し、理事会の承認を得る。 

４．都道府県形審判員の審査料及び登録料（全空連登録料を含む。）は、当該都

道府県連盟で定める。 

 

(委嘱) 

第２８条  地区又は都道府県で行われる競技の形審判員について、当該地区

内に有資格者が不足の場合は、他に委嘱することができる。 

 

(講習会) 

第２９条  第１６条に規定する形審判員は、連盟及び地区協議会又は当該都

道府県連盟が指定する講習を受講しなければならない。 

 

(定年) 

第３０条  公認形審判員の定年は、満６５歳とする。但し、満６５歳定年後

も更新できるものとする。 

２．全空連、地区協議会又は都道府県連盟(区郡市連盟を含む。)の主催する競

技会において、当該主催者が認める場合、定年を越えても審判員を委嘱する

ことができる。ただし、全日本空手道選手権大会及び国民体育大会空手道競

技会については、A 級組手審判員を 10 回以上合格した者で常任理事会が認め

る場合、満 70 歳まで審判員を委嘱することができる。 

 

 

第３章  雑  則 

 

 

(規程の改正) 

第３１条  本規程は理事会の議決により変更することができる。 

 

(不適切な金銭当の授受・提供の禁止) 

第３２条  第６条、第２１条に関し、公正な審査会を期すため、審査会に係

るすべての立会人、審査員、受審者は不適切な報酬、手当、手数料、接待・

供応等の直接又は間接的な強要、受領若しくは提供をしてはならない。 

 

附  則 
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１．この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２．この規程は、平成２４年６月２日から施行する。 

３．この規程は、平成２４年１２月７日から施行する。 

４．この規程は、平成２５年６月１日から施行する。 

５．この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

６．この規程は、平成２６年５月２８日から施行する。 

７．この規程は、平成２６年１２月５日から施行する。 

８．この規程は、平成２７年１２月１１日から施行する。 

９．この規程は、平成２８年５月１４日から施行する。 

10．この規程は、平成２８年１２月９日から施行する。 

11．この規程は、平成２９年５月１３日から施行する。ただし、第 16 条第 1項

第 1号及び第 2号並びに第 17 条関係の別表２については、平成３０年４月１

日より以下の移行措置を実施するものとし、平成３２年４月１日より施行す

る。 

【移行措置】 

(削除) 

12．この規程は、平成３０年５月１９日から施行する。 

13．この規程は、平成３０年１２月７日から施行する。 

14．この規程は、令和元年５月１８日から施行する。 

15．この規程は、令和２年４月１日から施行する。ただし、以下の移行措置を

講じるものとする。 

[移行措置] 

（１）現行の形審判員資格は、それぞれ当該の形審判員資格の B級に移行する。 

（２）全国形審判員養成講習会は令和３年度までは地区形審判員 B 級の有資格

者でも受講することができ、全国形審判員 B級を受審することができる。 

（３）地区形審判員養成講習会は、令和２年度から実施する。令和３年度まで

は地区形審判員受審者は地区形審判員養成講習会の受講を免除する。 

（経過措置） 

15 の２．この規程の第６条の２及び第２１条の２は、平成３０年１２月１日か

ら適用する。 

16．この規程は、令和２年３月１７日に改定し、令和２年４月１日から施行す

る。 

17．この規程は、令和２年７月１８日から施行する。 

18．この規程は、令和２年１２月１２日に改定し、令和３年４月１日から施行

する。 

19．この規程は、令和３年５月１５日から施行する。 

20．この規程は、令和３年８月２１日から施行する。 
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21．この規程は、令和４年５月１４日から施行する。 
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別表１ 

 

種  別 公認段位 技術資格 空手道歴 審判歴 年 齢 区分と資格 

全国組手 

審 判 員 
4 段以上 

公認 

空手道 

コーチ１ 

以上 

11 年以上 

地 区 組 手 

審判取得後

3 年 以 上 

満 30歳 

以 上 

Ａ級 

当該年度の審査によ

り認定された者。 

全国規模の監査役、主

審､副審。 

Ｂ級 

全国規模の副審､地区

規模の監査役､主審､

副審。 

地区組手 

審 判 員 
3 段以上 

公認 

空手道 

コーチ１ 

以上 

8 年以上 

都道府県組

手審判取得

後 2 年以上 

満 25歳 

以 上 

Ａ級 

当該年度の審査によ

り認定された者。 

地区規模の監査役、主

審､副審､都道府県の

監査役。 

Ｂ級 

地区規模の副審。 

都道府県の主審､副

審。 

都道府県

組手審判

員 

3 段以上  7 年以上  
満 23 歳 

以 上 

Ａ級 都道府県の主審 

Ｂ級 都道府県の副審 

Ｃ 級   

全国組手審判員、地区組手審判員で、昭和 61年以前に資格を

取得し、推薦段位保持者並びに公認段位を保持しない者は、全

国組手審判員Ｃ級、地区組手審判員Ｃ級とする。 

 

（注１）空手道歴は満 15歳より数える。 

（注２）平成２８年度から全国組手審判員及び地区組手審判員取得者に日体協公認空手道

指導員(現：日本スポーツ協会公認空手道コーチ１)以上の資格保持を義務付ける。

指導員以上の資格を所持していない全国組手審判員及び地区組手審判員取得者は

該当資格の C級に位置付ける。 

（注３）上記注釈２における全国組手審判員 C 級は全国組手審判員 A 級を、地区組手審判

員 C級は全国組手審判員を受審できないものとする。 



△もくじに戻る 

 
 

別表２ 

 

種別 
公認段

位 
審判  技術資格 年齢 権限 

全 国 形

審 判 員 

A 級 

6 段以上 

 

 

 

 

全国形審判員 B 級の

ほか公益財団法人日

本スポーツ協会公認

空手道コーチ３以上

の資格保持者 満 36 歳 

以 上 

全国規模の

主審、副審 

B 級 

地区形審

判員資格

保持者 

全国組手審判員のほ

か公益財団法人日本

スポーツ協会公認空

手道コーチ３以上の

資格保持者 

全国規模の

副審 

地 区 形

審 判 員 

A 級 

 

5 段以上 

 

 

 

地区形審判員 B 級の

ほか 

公益財団法人日本ス

ポーツ協会公認空手

道コーチ２以上の資

格保持者 
満 30 歳 

以 上 

地区規模の

主審、副審 

B 級 

都道府県

形審判員

資格保持

者 

地区組手審判員のほ

か公益財団法人日本

体育協会公認空手道

コーチ２以上の資格

保持者 

地区規模の

副審 

都 道 府 県 形 

審 判 員 
4 段以上  

地区組手審判員のほ

か公益財団法人日本

スポーツ協会公認空

手道コーチ１以上の

資格保持者 

満 25 歳 

以 上 

都道府県の

主審、副審 

（注）全国形審判員及び地区形審判員（A級又は B級）受審者は当該の全国又は地区形審判

員養成講習会を一度は受講しなければならない。ただし、令和３年度まで移行措置を

講ずる。 
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◇付録(講習会・審査会要領等) 

A.都道府県組手審判員講習・審査会要領 

 

１ 講習の進め方 

（１）学科講習 

①「空手競技規程（組手競技」及び「全国組手審判員講習会資料」の解説 

②組手審判員の心構え 

（２）実技講習 

①ジェスチャー、発声等 

②組手審判実技（代表者による組手審判実技で講習することを含む） 

 

２ 試験方法 

 （１）筆記試験 

   当該審査に当たる資格審査員が全空連作成の問題集の中より５０問選び、組手

審判員問題を作成する。筆記試験は５０分で実施する。その際、筆記試験が適正

に実施できるよう主管団体が管理する。 

（２）実技試験 

    受審者が主審、副審を各１回は行えるようにする。 

  

３ 試験の採点方法 

（１）筆記試験 

組手審判員用試験（１００点満点）を採点する。 

（２）実技試験 

①各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、総

合判定する。 

②審査長は５人の審査員の得点の合計を算出する。 

 

４ 合否判定 

下記の表に基づき合否を決定する。 

    実技試験合計点  筆記試験点数  留意点 

合格 ７点以上 ８０点以上  

合格 ６点 ９０点以上 筆記試験点数を１０点減点し

実技試験点数に１点加点する。 

合格  １０点以上 ７０点台 実技試験点数を３点減点し筆

記試験点数に１０点加点する。 

不合格 上記の基準に満たない者、実技試験が６点未満あるいは筆記試験が７０点未満の

者は不合格とする。 
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５ その他 

（１）更新者は講習及び審判実技を受講することを原則とするが、講習のみとするこ

ともできる。 

（２）審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査員

は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査員を除

いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

（３）審査長は別紙の合格者名簿を全空連に提出しなければならない。 

 

 

B.地区組手審判員講習・審査会要領 

 

１ 講習の進め方 

（１）学科講習 

①「空手競技規程（組手競技）」及び「全国組手審判員講習会資料」の解説 

②組手審判員の心構え 

（２）実技講習 

①ジェスチャー、発声等 

②組手審判実技（代表者による組手審判実技で講習することを含む。） 

 

２ 試験方法 

 （１）筆記試験 

   全日本空手道連盟作成の地区組手審判員用試験を 50分で実施する。なお 30分

経過すれば試験会場から退場することができるようにする。その際、筆記試験が

適正に実施できるよう主管団体が管理する。 

（２）実技試験 

    受審者が組手審判実技を主審、副審を最低１回行うようにする。 

  

３ 試験の採点方法 

（１）筆記試験 

  地区組手審判員用試験（１００点満点）を採点する。 

（２）実技試験 

①各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、

総合判定する。 

②審査長は５人の審査員の得点の合計を算出する。 
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４ 合否判定 

下記の表に基づき合否を決定する。 

    実技試験合計点  筆記試験点数  留意点 

合格 ７点以上 ８０点以上  

合格 ６点 ９０点以上 筆記試験点数を１０点減点し実技試

験点数に１点加点する。 

合格  １０点以上 ７０点台 実技試験点数を３点減点し筆記試験

点数に１０点加点する。 

不合格 上記に該当しない者、実技試験が６点未満あるいは筆記試験が７０点未満の者は不

合格とする。 

 

５ その他 

（１）審査長は、別の様式の合格者名簿を全空連中央技術委員会に提出しなければな

らない。 

（２）更新者は講習及び審判実技を受講することを原則とするが、講習のみとするこ

ともできる。 

（３）審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査

員は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査

員を除いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

 

 

C.全国組手審判員講習・審査会要領 

 

１ 講習の進め方 

（１）学科講習 

①「空手競技規程（組手競技）」及び「全国組手審判員講習会資料」の解説 

②組手審判員の心構え 

（２）実技講習 

①ジェスチャー、発声等 

②組手審判実技（代表者による組手審判実技で講習することを含む。） 

 

２ 試験方法 

 （１）筆記試験 

  全日本空手道連盟作成の全国組手審判員用試験を 50 分で実施する。その際、筆記

試験が適正に実施できるよう管理する。 

（２）実技試験 

    受審者が組手審判実技を主審、副審を最低２回行うようにする。 
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３ 試験の採点方法 

（１）筆記試験 

  全空連作成の全国組手審判員用試験（１００点満点）を採点する。 

（２）実技試験 

①各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、

総合判定する。 

②審査長は７人の審査員の得点の合計を算出する。 

 

４ 合否判定 

下記の表に基づき合否を決定する。 

    実技試験合計点  筆記試験点数      留意点 

合格 １１点以上 ８０点以上  

合格 １０点 ９０点以上 筆記試験から１０点減点し実技

試験点数に１点加点する。 

合格  １４点以上 ７０点台 実技試験から３点減点し筆記試

験点数に１０点加点する。 

不合格 上記に該当しない者、実技試験が１０点未満あるいは筆記試験が７０点未満の者

は不合格とする。 

 

５ その他 

（１）審査長は、別紙様式の合格者名簿を全空連中央技術委員会に提出しなければな

らない。 

（２）審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審査

員は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審査員

を除いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

（３）更新者は講習及び審判実技を受講することを原則とするが、講習のみとするこ

ともできる。 

 

 

D.全国組手審判員（Ａ級ランク付）講習・審査会要領 

 

１ 講習の進め方 

（１）学科講習 

全国組手審判員とおなじ 

（２）実技講習 

全国組手審判員とおなじ 
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２ 試験方法 

 実技試験とし、受審者が組手審判実技を主審、副審を最低２回行えるようにする。 

  

３ 試験の採点方法 

（１）各審査員は別紙審査判定表に基づき、評価が高い順に２点、１点、０点を付け、

総合判定する。 

（２）７人の審査員の得点の合計を算出する。 

 

４ 合否判定 

下記の表に基づき合否を決定する。 

    実技試験合計点       留 意 点 

合 格  １１点以上  

備 考 １０点 「Ａ級補」として、全日本空手道選手権大会などに審

判員として採用することもある。 

１０点未満 Ａ級およびＡ級補により構成された全日本空手道選

手権大会等の審判員の総数が不足した場合は、Ａ級ラ

ンク付け審査会やこれまでの活動実績を考慮し、常任

理事会の審議を経て、全日本空手道選手権大会などに

審判員として採用することもある。 

 

５ その他 

（１） 審査長は、別紙様式の合格者名簿を全空連中央技術委員会に提出しなければ

ならない。 

（２） 審査員の配偶者、父母、子、祖父母、孫又は兄弟姉妹が受審する場合は、審

査員は当該受審者の審査はできない。その場合の実技点数の取扱いは、当該審

査員を除いた審査員の実技点数の平均値を加えて合否を判定する。 

 

 

E.都道府県形審判員講習・審査会要領 

 

１ 審査員・講師の構成 

３級資格審査員以上５名とし、審査長は２級資格審査員以上とする。審査員が基準

数に満たない場合は、当該地区協議会に審査員を派遣申請する。 

 

２ 実施団体 

  都道府県形審査会の実施に当たっては、都道府県府県連盟、同一地区協議会内の他
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の都道府県連盟との合同開催又は当該地区協議会で実施することができる。 

 

３ 講習の進め方 

（１）学科講習 

ア 「空手競技規程（形競技）」、「形審判の見方（判定基準）」、「形競技ルール補

足及び申し合わせ事項」の解説 

   イ 形審判員の心構え 
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（２）実技講習 

  ア 形審判員の基本 

    「空手競技規程（形競技）」、「形競技ルール補足及び申し合わせ事項」等に

基づいて、基本的な事項について指導する。 

イ 形の評価 

第１指定形８つにつき個々の演武者の演武に対し、講師より評価点を示し、

基準点のあり方について適正な指導をする。 

①講師、受講生は評価の点数を５．０～１０．０までの間とし、０．２きざみ

で演武者の形を評価する。その際、同じ点数、同じ順位にならないようにし、

反則の場合は０．０とする。 

②講師より、技の細部にわたり、形のポイント、減点・加点箇所を指摘する。 

③個々の形演武終了ごとに審査員同士で点数を整理する。 

④受講生に点数を聞く。 

⑤講師で整理した評価点を告げる。その際、留意点も告げる。 

⑥最後に講師の評価点による演武者の順位を告げる。 

   

４ 試験方法 

 （１）筆記試験 

   当該審査に当たる資格審査員が全空連作成の問題集の中より 25 問選び、都道府

県形審判員問題を作成する。筆記試験は 50分で実施する。その際、筆記試験が適

正に実施できるよう主管団体が管理する。 

（２）実技試験 

  ①評価実技試験 

     受審者は各演武者が演武する実技講習の時と違う第１指定形８つに対して評

価し、順位を付ける。その際、同じ点数、同じ順位は使わないものとする。 

  ②形実技試験 

受審者は基本形一の「ゲキサイ第２」を一つと、基本形二・三・四の「平安

五段」または「ピンアン五段」から一つを選び演武する。 

  

５ 試験の採点方法 

（１）筆記試験 

都道府県形審判員用試験（１００点満点）を採点する。 

 

（２）実技試験 

①審査員 5名の各演武者に対する評価点の平均値を求め、これを採点平均値とする。 

②採点平均値を用いて演武者の順位を確定し、これを採点順位とする。 

③６の合否判定に関する表を用いて採点する。 
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④形実技試験については都道府県形審判員基本形審査判定基準に基づき、段審査要

領に準じて審査員が評価し、７点以上を合格とする。 

 

６ 合否判定 

   下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験 加減点値 筆記試験 加減点値 

 

 

採

点

方

法 

  90 点以上 １点加点 

採点平均値より上限、下限の

幅が０．４以内の点数 

なし 80 点台 なし 

採点順位との差が２以内 

採点平均値より上限、下限の

幅が０．４を超える点数 

１点減点 70 点台 ３点減点 

採点順位との差が３又は４ 

採点順位との差が５ ２点減点   

採点順位との順位の差が６又

は７ 

３点減点 

合 格 実技と筆記の減点値の合計が４点以内は合格とする。 

不合格 実技と筆記の減点値の合計が５点以上は不合格とする。 

筆記試験が７０点未満は不合格とする。 

 

７ その他 

（１）更新者は学科講習、実技講習を受講するものとする。 

（２）主管団体においては、指定形を演武できる選手を８名用意する。 

（３）審査長は別紙の合格者名簿を全空連に提出しなければならない。 

 

 

F.地区形審判員講習・審査要領 

 

１ 審査員・講師の構成 

全空連専務理事が任命した２級資格審査員以上５名とし、審査長は１級資格審査員

とする。  

 

２ 講習の進め方 

（１）学科講習 

ア 「空手競技規程（形競技）」、「形審判の見方（判定基準）」、「形競技ルール補足

及び申し合わせ事項」の解説 

イ 形審判員の心構え 

（２）実技講習 

 ア 形審判員の基本 

    「空手競技規程（形競技）」、「形競技ルール補足及び申し合わせ事項」等に基づ
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いて、基本的な事項について指導する。 
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イ 形の評価 

第２指定形８つにつき個々の演武者の演武に対し、講師より評価点を示し、基

準点のあり方について適正な指導をする。 

①講師、受講生は評価の点数を５．０～１０．０までの間とし、０．２きざみで

演武者の形を評価する。反則の場合は０．０とする。 

②担当講師より、技の細部にわたり、形のポイント、減点・加点箇所を指摘する。 

  空手道教範、指定形ＤＶＤ、空手競技規程（形競技）、形審判の見方（判定基

準）の基本的事項等に基づく。              

    ③一人の形演武終了ごとに審査員同士で点数を整理する。 

④受講生に点数を聞く。 

⑤講師で整理した評価点を告げる。その際、留意点も告げる。 

    ⑥講師の評価点による演武者の順位を告げる。 

 

３ 試験方法 

（１）筆記試験（※B級のみ実施） 

    全日本空手道連盟作成の地区形審判員用試験(50 問)を 50 分で実施する。そ

の際、筆記試験が適正に実施できるよう主管団体が管理する。 

（２）実技試験 

    ①評価実技試験 

      受審者は各演武者が演武する実技講習の時と違う、以下の指定形８つを点

数 

（５．０～１０．０までの間）で評価し、順位を付ける。 

A 級：第２指定形 

B 級：第１指定形 

 ②形実技試験 

以下の形を演武する。 

A 級：第１指定形 

「セーパイ」 

「カンクウダイ」 

「セイエンチン」 

「チントウ」 

B 級：第１指定形 

「サイファ」 

「ジオン」 

「バッサイダイ」 

「セイシャン」 
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４ 試験の採点方法 

（１）筆記試験 

全空連作成の地区形審判員試験（１００点満点）を採点する。 

（２）実技試験 

①審査員 5名の各演武者に対する評価点の平均値を求め、これを採点平均値とする。 

②採点平均値を用いて演武者の順位を確定し、これを採点順位とする。 

③５の合否判定に関する表を用いて採点する。 

④形実技試験については地区形審判員指定形審査判定基準に基づき、段審査要領に

準じて審査員が評価し、７点以上を合格とする。 

 

５ 合否判定 

 下記の表に基づき合否を決定する。 

 実技試験 加減点値 筆記試験 加減点値 

 

 

採

点

方

法 

  90 点以上 １点加点 

採点平均値より上限、下限の

幅が０．４以内の点数 

なし 80 点台 なし 

採点順位との差が２以内 

採点平均値より上限、下限の

幅が０．４を超える点数 

１点減点 70 点台 ３点減点 

採点順位との差が３又は４ 

採点順位との差が５ ２点減点   

採点順位との順位の差が６又

は７ 

３点減点 

合 格 実技と筆記の減点値の合計が３点以内は合格とする。 

不合格 実技と筆記の減点値の合計が４点以上は不合格とする。 

筆記試験が７０点未満は不合格とする。 

 

６ その他 

（１）更新者は学科講習、実技講習を受講するものとする。 

（２）主管団体においては、指定形を演武できる選手を８名用意する。 

（３）審査長は別紙の合格者名簿を全空連に提出しなければならない。 

（４）試験科目の一部が合格した場合、受審した年度を含めて３年間はその科目の試

験は免除される。免除期間を終えると改めて全科目を受審しなければならない。 

 

 

G.全国形審判員講習・審査会要領 

 

１ 講習の進め方 

（１）学科講習 

①「空手競技規程（形競技）」及び「形審判の見方（判定基準）」の解説 
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   ②形審判員の心構え 

（２）実技講習 

ア A 級については得意形８つにつき個々の演武者の演武に対し、講師より評価点

を示し、基準点のあり方について適正な指導をする。 

①講師、受講生は評価の点数を５．０～１０．０までの間とし、０．２きざみで

演武者の形を評価する。反則の場合は０．０とする。 

②講師より、技の細部にわたり、形のポイント、減点・加点箇所を指摘する。 

空手道教範、指定形ＤＶＤ(B 級のみ)、空手競技規定（形競技）、形審判の見

方（判定基準）の基本的事項等に基づく。 

③一人の形演武終了ごとに審査員同士で点数を整理する。 

④受講生に点数を聞く。 

⑤講師で整理した評価点を告げる。その際、留意点も告げる。 

⑥講師の評価点による演武者の順位を告げる。 

イ B 級については第１指定形８つにつき個々の演武者の演武に対し、講師より評

価点を示し、基準点のあり方について適正な指導を行い、アの①～⑥と同様の

講習をする。また、第１指定形の実技試験終了後、第２指定形についてもアの

①～⑥と同じ講習をする。 

 

２ 試験方法 

 （１）筆記試験（※B級のみ実施） 

   全空連作成の全国形審判員用試験(50 問)を 50 分で実施する。 

（２）実技試験 

ア．評価実技試験 

A 級については得意形、B級については第１指定形と第２指定形それぞれの講

習後、受審者は各演武者が演武する実技講習と違う以下の形８つを点数（５．

０～１０．０までの間）で評価し、順位を付ける。 

A 級：得意形 

B 級：第１指定形並びに第２指定形 

イ．形実技試験 

①以下の形を演武する。 

A 級：第２指定形 

「クルルンファ」 

「カンクウショウ」 

「ニーパイポ」 

「クーシャンクー」 

B 級：第２指定形 

「セーサン」 
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「エンピ」 

「マツムラローハイ」 

「ニーセイシ」 

  

 

３ 試験の採点方法 

（１）筆記試験 

全空連作成の全国形審判員試験（１００点満点）を採点する。 

（２）実技試験 

ア．評価実技試験 

①審査員 5名の各演武者に対する評価点の平均値を求め、これを「採点平均値」

とする。 

②採点平均値を用いて演武者の順位を確定し、これを「採点順位」とする。 

③４の合否判定に関する表を用いて採点する。 

イ．形実技試験 

①全国形審判員指定形審査判定基準に基づき、段審査要領に準じて審査員が評

価し、７点以上を合格とする。 

 

４ 判定基準 

  下記の表に基づき合否を決定する。 

（１）筆記試験、実技試験の両方が合格基準に達した場合に「合格」とする。 

（２）筆記試験が７０点未満の場合は「不合格」とする。 

（３）評価実技試験において、第１指定形(筆記試験を含む)、第２指定形のどちらか

一方が合格基準に達しない場合、または形実技試験において合格基準に達してい

ない場合は「保留」とし、次々年度までに限り不合格の実技試験を受審すること

ができる。 

[形実技試験の合格基準] 

合格 7 点以上 

不合格 6 点以下 
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［第１指定形の合格基準］ 

         実技試験 加減点値 筆記試験 加減点値 

採点 

方法 

  ９０点以

上 

加点１ 

採点平均値より上限、下限の幅が０．

４以内の点数 
なし 80 点台 なし 

採点順位との差が２以内 

採点平均値より上限、下限の幅が０．

４を超える点数 
減点１ 70 点台 ３点減点 

採点順位との差が３又は４ 

採点順位との差が５ 減点２    

採点順位との順位の差が６又は７ 減点３ 

合 格 実技と筆記の減点の合計が３以内は合格とする。 

不合格 実技と筆記の減点の合計が４以上は不合格とする。 

筆記試験が７０点未満は不合格とする。 

 

［第２指定形・得意形の合格基準］ 

         実技試験 減点値 

採点方

法 

採点平均値より上限、下限の幅が０．４以

内の点数 

なし 

採点順位との差が２以内 

採点平均値より上限、下限の幅が０．４を

超える点数 

減点１ 

採点順位との差が３又は４ 

採点順位との差が５ 減点２ 

採点順位との差が６又は７ 減点３ 

合 格 実技の減点の合計が３点以内は合格とする。 

不合格 実技の減点の合計が４点以上は不合格とする。 

 

５ その他 

（１）審査長は判定会議が終了後、速やかに合格者名簿を全空連に提出する。 

（２）更新者は学科講習、実技講習を受講するものとする。 

（３）試験科目の一部が合格した場合、受審した年度を含めて３年間はその科目の試

験は免除される。免除期間を終えると改めて全科目を受審しなければならない。 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

公認スポーツ指導者規程 

 

この規程は、公益財団法人日本スポーツ協会公認スポーツ指導者制度並びに

公益財団法人全日本空手道連盟中央技術委員会規程第２章第４条に基づき制定

する。 

 

(種別) 

第１条  公認スポーツ指導者の種別は次のとおりとする。 

(１) 公認空手道コーチ４ 

(２) 公認空手道コーチ３ 

(３) 公認空手道コーチ２ 

(４) 公認空手道コーチ１ 

 

(資格基準) 

第２条  公認スポーツ指導者は、別表に掲げる資格基準に基づく。 

 

(資格の取得基準) 

第３条  公認スポーツ指導者の資格を取得するためには、本連盟の会員登録

者で、別表に掲げる資格基準の要件を満たすものでなければならない。 

 

(資格の取得方法) 

第４条  公認スポーツ指導者の資格を取得するためには、コーチ３及びコー

チ４については、公益財団法人日本スポーツ協会（以下「ＪＳＰＯ」という。）

が実施する共通科目、本連盟が実施する専門科目養成講習会を、コーチ１及

びコーチ２については、各都道府県体育協会・スポーツ協会または通信教育

（ＮＨＫ学園）よる共通科目、各都道府県空手道連盟が実施する専門科目養

成講習会を受講し、検定・審査に合格しなければならない。 

 

(検定・審査) 

第５条  講習に基づく検定・審査は、ＪＳＰＯが実施する筆記試験による共

通科目と、本連盟が実施する技能検定を主体に筆記試験等を加えた総合判定

による専門科目により実施する。 
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(検定員) 

第６条  検定員は、ＪＳＰＯ及び本連盟が認定した者とする。 

 

（認定及び登録） 

第７条  共通科目及び専門科目の検定に合格した者に「合格証」を発行する。 

２．その後、指導者登録を完了した者に、公益財団法人日本スポーツ協会公認

スポーツ指導者と認め、「認定証」及び「登録証」を交付する。 

 

(資格の有効期限) 

第８条  公認スポーツ指導者の、資格の有効期限は４年間とし４年毎に更新

する。 

 

(資格の更新) 

第９条  本資格を更新しようとする者は、資格有効期限の６ヶ月前までに本

連盟の定める更新のための義務講習を受けなければならない。 

  

(更新義務講習会の実施) 

第１０条  公認スポーツ指導者の更新義務講習会は、毎年１回実施すること

を原則とし、日時・場所・その他必要事項については、本連盟及び地区協議

会より通知する。 

 

(受講料及び登録料) 

第１１条  養成講習会を受講する者はＪＳＰＯに、更新義務講習会を受講す

る者は本連盟に、それぞれ受講申込時に受講料を納入しなければならない。 

２．養成講習会の合格者及び本資格を更新しようとする者は、ＪＳＰＯに登録

料を納入しなければならない。 

 

(規程の改正) 

第１２条  本規程は、理事会の議決により変更することができる。 

 

(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第１３条  公正な検定・審査を期すため、検定・審査に係るすべての立会人、

検定員、審査員、受講者、受審者は不適切な報酬、手当、手数料、接待・供

応等の直接又は間接的な強要、受領若しくは提供をしてはならない。 
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附  則 

１．この規程は平成２４年４月１日より施行する。 

２．この規程は平成２６年１２月５日より施行する。 

３．この規程は平成３０年５月１９日から施行する。 

４．この規程は平成３０年１２月７日から施行する。 

５．この規程は令和元年５月１８日から施行する。 
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別表 （公認スポーツ指導者 資格取得基準) 

種別 
資  格  取  得  基  準 

公認段位 年齢 空手道歴 受 講 条 件 

コーチ４ 
5 段 

以上 

32 歳 

以上 

15 年 

以上 

①コーチ３として指導実績があり、国際的レ

ベルの競技者として、また国際的レベルの

競技会にコーチ・監督として帯同した相当

の経験があり指導者資質があると都道府県

空手道連盟が推薦し、全日本空手道連盟が

認めた者。 

②全日本空手道連盟が指名した者。(免除条件

については別途定める。) 

コーチ３ 
4 段 

以上 

28 歳 

以上 

12 年 

以上 

①空手道コーチ２として指導実績があり都道

府県空手道連盟が推薦し、全日本空手道連

盟が認めた者。 

②資格保有者ではないが国際的レベルの競技

者として、また国際的レベルの競技会にコ

ーチ・監督として帯同の経験があり指導者

資質があると都道府県空手道連盟が推薦

し、全日本空手道連盟が認めた者。 

③全日本空手道連盟が指名した者。(免除条件

については別途定める。) 

コーチ２ 
3 段 

以上 

24 歳 

以上 

7 年 

以上 

①空手道コーチ１資格保有者で都道府県空手

道連盟が認める者。 

②資格保有者ではないが全国レベルの競技者

として、また全国レベルの競技会にコー

チ・監督として帯同の経験があり指導者資

質があると都道府県空手道連盟が認める

者。(免除条件については別途定める。) 

コーチ１ 
2 段 

以上 

20 歳 

以上 

4 年 

以上 

地域の空手道教室等において、個々の年齢・

性別などに合わせ実際に空手道を指導し、都

道府県空手道連盟が認める者。(免除条件につ

いては別途定める。) 

注) 1)年齢は受講年度の 4月 1日現在の満年齢をいう。 

  2)空手道歴は満 15歳より数える。 

  3)資格取得後は資格有効期限(4 年)以内に 1回以上、本連盟が主催する 

更新義務講習会を受講しなければならない。 
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公益財団法人 全日本空手道連盟 

公認級位規程 

                                

 この規程は公認段位規程及び公認少年段位規程に準じて、空手道の基礎的・

基本的な技術の修得を奨励するため制定する。 

 

（級位及び付与基準） 

第１条 級位は、１級から５級までとする。 

２．加盟団体は、６級以下の級位を定めることができる。 

３．級位は、公認段位規程及び少年段位規程に定める初段の基準に依拠するも

のとし、空手道の基礎的・基本的な技術を修得したものに与える。 

 

（制度） 

第２条 １級から５級の級位は、試験制度とする。 

 

（級位証書） 

第３条 級位は、この規程に定める審査を経て、その資格を取得したものに対

して、全空連の所定の級位証書を授与する。 

 

（級位審査会の実施） 

第４条 級位の審査及び授与は、全空連会長が、加盟団体に委任して行う。た

だし、加盟団体は、所属する団体に委任することができる。 

２．級位の審査は、加盟団体において、必要に応じて実施することができる。 

３．前項の審査及び授与は、この規程によるほか、別に定めるところによる。 

 

(協力団体級位の移行) 

第５条 第７条に規定する要件を満たし、本連盟規約第５条第２項に定められ

た協力団体の級位保持者は、本連盟の同級位に移行することができる。 

２．級位への移行を行うとき，第１０条第２項に規定する登録料を支払わなけ

ればならない。 

３．級位への移行申請は、連盟規約第５条第２項に定められた協力団体が別に

定める申請書を用いて、これを行うものとする。 

４．申請書には、連盟が選任した３級資格審査員以上の署名（自署に限る）及

び捺印を必要とする。 
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(審査員) 

第６条 級位審査は、加盟団体の選任した３級資格審査員以上１名で審査する

ことができる。実施団体において当該資格審査員がいない場合については、

当分の間加盟団体の会長が級位審査員を命ずることができる。 

２．審査員の任期は２年間とする。 

３．加盟団体において審査員の名簿を作成し、管理するものとする。 

４．級位審査員は、全空連資格審査員規程によらず、下記の資格を有する者か

ら選任することができる。ただし、（２）に該当する場合にあっては、２名以

上の審査員で審査しなければならない。 

（１）満７０歳以上で公認スポーツ指導員有資格者である３級資格審査員以

上の経験者。 

（２）公認３段以上で公認スポーツ指導員有資格者である満３０歳以上の者。 

 

(受審者の資格基準) 

第７条 級位を受審しようとする者は、全空連の登録会員でなければならない。 

 

(受審の申請) 

第８条 級位を受審しようとする者は、加盟団体を通じて、所定の申請用紙を

提出しなければならない。 

２．前項の申請書の様式は別に定める。 

 

(審査の科目) 

第９条 １級から５級までの級位の審査は、別に定める実技について行う。 

 

(審査料及び登録料) 

第１０条 受審者は、申請時に審査料を納入しなければならない。 

２．合格者は実施団体が指定する期日までに級位登録料(全空連級位登録料を含

む。)を納入しなければならない。 

３．前項の金額については、常任理事会で立案し、理事会の承認を得る。 

 

(合格者名簿の作成・管理) 

第１１条 級位合格者名簿については 1 級を加盟団体において、その他の級を

実施団体において適切に管理するものとする。 

 

 

(補則) 

第１２条 本規程に定めるもののほか、級位の審査に関し必要な事項は理事会
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で定める。  

 

(規程の改正) 

第１３条 本規程は理事会の議決により変更することができる。 

 

(不適切な金銭等の授受・提供の禁止) 

第１４条  公正な審査会を期すため、審査会に係るすべての立会人、審査員、

受審者は不適切な報酬、手当、手数料、接待・供応等の直接又は間接的な強

要、受領若しくは提供をしてはならない。 

 

 

(附則) 

１．この規程は平成２６年４月１日より施行する。 

２．この規程は平成２６年１２月５日より施行する。 

３．この規程は平成２８年５月１４日より施行する。 

４．この規程は平成２８年１２月９日より施行する。 

５．この規程は平成３０年１２月７日から施行する。 
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資料 

公認級位審査要綱 

 

  組手 形 

５級 約束された組手における攻撃（基本又は自

由な構えによる） 

・上段順突き（又は上段逆突き） 

・中段順突き（又は中段逆突き） 

・前蹴り 

これらの攻撃に対する防御、極め技 

基本形から１つ選択する。 

４級 約束された組手における攻撃（基本又は自

由な構えによる） 

・上段順突き（又は上段逆突き） 

・中段順突き（又は中段逆突き） 

・前蹴り 

これらの攻撃に対する防御、極め技 

基本形から１つ選択する。 

 

 

 

 

３級 自由組手１回（安全具使用） 基本形又は第 1 指定形から

１つ選択する。 

２級 自由組手１回（安全具使用） 

 

基本形又は第 1 指定形から

１つ選択する。 

１級 ・自由組手１回（安全具使用） 基本形又は第 1 指定形から

１つ選択する。 

(注)自由組手は審査員が適切な時間を設ける。  
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（単位：円、税込）

取 得 条 件

級
位

１ ～ ５ 級 特 に な し

初 段
満 15 歳 未 満 又 は

義務教育 を未 修了 で、

1 級 を 取 得 し た 者

２ 段
満 15 歳 未 満 又 は 義 務

教育を未 修了 で、 少年

初段取得後1年以上(※)

初 段
満 15 歳 以 上 で 義 務

教育を修了し、1級を

取 得 し た 者

２ 段
満 15 歳 以 上 で 義 務

教 育 を 修 了 し 、 初 段

取 得 後 1 年 以 上 ( ※ )

３ 段
満 18歳以上かつ 2段
取得後1年以上(※)

４ 段
満 23歳以上かつ 3段
取得後2年以上(※)

５ 段
満 26歳以上かつ 4段
取得後3年以上(※)

６ 段
満 34歳以上かつ 5段
取 得 後 5 年 以 上

７ 段
満 41歳以上かつ 6段
取 得 後 6 年 以 上

８ 段
満 50歳以上かつ 7段
取 得 後 7 年 以 上

９ 段
満 70歳以上かつ 8段
取 得 後 9 年 以 上

10 段 9段取得後 10年以上

推 薦 ４ 段
満35歳以上かつ
受審実績3回以上

推 薦 ５ 段
満40歳以上かつ
受審実績3回以上

推 薦 ６ 段
満45歳以上かつ
受審実績4回以上

推 薦 ７ 段
満55歳以上かつ
受審実績4回以上

推 薦 ８ 段
満65歳以上かつ
受審実績5回以上

錬 士 ※ 規 程 を 参 照

教 士 ※ 規 程 を 参 照

範 士 ※ 規 程 を 参 照

全国（組手・形 B） ※ 規 程 を 参 照

全 国 （ 形 A ） ※ 規 程 を 参 照

地区（組手・形 B） ※ 規 程 を 参 照

地 区 （ 形 A ） ※ 規 程 を 参 照

都 道 府 県
( 組 手 ・ 形 )

※ 規 程 を 参 照

コ ー チ ４ ※ 規 程 を 参 照

コ ー チ ３ ※ 規 程 を 参 照

コ ー チ ２ ※ 規 程 を 参 照

コ ー チ １ ※ 規 程 を 参 照

（注3）　級位の登録は加盟団体で管理する。
（注4）　全国形審判員または地区形審判員審査会において試験科目の一部が合格した場合、受審した年度を含めて
　　　３年間はその科目の試験は免除されるが、全国形審判員の免除科目の登録料は1科目につき7,000円、
　　　地区形審判員の免除科目の登録料は1種科目につき3,000円とする。

※段審査及び資格審査員等の受審基準の経過年数は、当該経過年数の満了日の30日前から認めることができる。

段位等登録料等一覧表
（令和２年１２月１２日から）

区 分 審 査 料 登 録 料 受 講 料 更 新 料

2,000(注3)

少
年

段
位

7,000

8,000

公

認

段

位

10,000

11,000

12,000

13,000 25,000

14,000 35,000

25,000 45,000

26,000 60,000

35,000 120,000

14,000 30,000

15,000 40,000

26,000 60,000

28,000 90,000

40,000 160,000

称
　
号

15,000 70,000

18,000 100,000

20,000 150,000

審
判
員

20,000 25,000 10,000

10,000 25,000 10,000

15,000 8,000

10,000 15,000 8,000

5,000 5,000

J
S
P
O

8,000 23,000

8,000 23,000

（注1）　全国審判員更新料１０，０００円のうち、組手審判が地区協議会において更新した場合は

　　　審判員１人につき５，０００円を地区協議会に還元する。

（注2）　都道府県審判員登録料及び更新料５，０００円のうち、審判員１人につき３，０００円を都道府県連盟に還元する。

8,000 16,800

8,000 16,800

(注1)
(注4)

(注1)
(注4)

(注4)

(注4)

(注2)(注2)
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アスリート・指導者セカンドキャリア助成 

選考委員会規程 

 

 

（目的） 

第１条  本規程は、公益財団法人全日本空手道連盟（以下、「本連盟」とする）

が実施するアスリート・指導者セカンドキャリア助成金事業の助成対象者選

考を行う選考委員会に関する事項を定めることを目的とする。 

 

（任務） 

第２条  選考委員会は、「アスリート・指導者セカンドキャリア助成金」募集

要項に基づき、助成対象者を選考する。 

 

（委員） 

第３条  選考委員会の委員は、理事会の決議に基づき選定する。 

２．委員は、５人以内とする。 

３．理事会は、委員の選定にあたり助成申請者と利害関係のない者を選定しな

ければならない。 

４．委員の任期は、選任後、助成対象者を決定し、本連盟の Web サイトにおい

て公表した日までとする。ただし、再任を妨げない。 

５．委員は、任期満了後においても、後任者が就任するまで、なおその職務 

を行うものとする。 

６．委員は無報酬とする。 

７．委員はこの委員会で知り得た事項を他に漏らしてはならない。 

８．理事会は、選考委員として不適切と判断した場合は、理事会の決議により

選考委員を解任することができる。その場合は、速やかに別の選考委員を選

任しなければならない。 

 

（委員長） 

第４条  委員会に委員長を置き、委員のうちから互選により選出する。 

２．委員長は、委員会の議長となり、会務を総括する。 

 

（会議） 

第５条  委員会は、必要に応じ、委員長が随時召集する。 

２．委員長は、委員会を招集しようとするときは、委員に対し、開催日の前日

までに、書面等により、日時、場所及び議題その他必要な事項を通知しなけ

ればならない。 
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３．委員会の議事は、委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

裁決するところによる。 

４．助成金の給付選考は、募集要項に基づき、別に定める選考基準に基づいて

行 

う。 

５．委員は、自己に特別の利害関係がある議案の審議及び議決に加わることが

できない。 

６．委員会は、原則として、非公開とする。 

７．委員長は、必要と認めたときは委員会に諮り、助成申請者に対し会議への

出席を求め、資料の提供、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めること

ができる。 

 

（議事録） 

第６条  委員会の議事については、その経過の要領及びその結果を記載した

議事録を作成するものとする。 

２．前項の議事録は、原則として非公開とする。 

 

（事務局） 

第７条  委員会の事務は、本連盟の事務局が行うものとする。 

２．事務局の職員は、委員会の会議その他の事務処理を通じて知り得た事項を

他に漏らしてはならない。 

 

 

附  則 

１．この規程は､ ２０２２年１２月９日から施行する。 
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別紙１ 

 

選考基準 

 

１．審査項目及び各項目の配点は次のとおりとし、各選考委員（５名）が採 

点する。  

２．辞退者及び失格者を除いた助成金応募者のうち、最高点と評価した選考 

委員が最も多かった者を助成金対象者の候補（以下「対象者」という。）と 

して特定する。なお、該当する助成金対象者が複数あった場合は、各選考 

委員による評価点数の平均点が最も高い者を対象者とする。  

３．２の場合において、平均点の最も高い提案書が複数あった場合は、選考 

委員会で審議の上、助成金対象者を特定する。  

 

 【選考項目】  

選考項目 評価内容 
配点 

 (30 点満点) 

１ 募集内容の

理解度 

募集目的、募集内容について、十分理解しているか。

また、仕様書の内容を満たした提案となっているか。 
５ 

２ 提案内容の

優良性 

(1) 効果的に事業を実施できるような提案となって

いるか。 
５ 

(2) 提案内容に独自の発想や工夫はあるか。 ５ 

３ 事業実施の

確実性 

過去の同種又は類似の事業で良好な実績があるか 
５ 

４ 事業実施の

安定性 

事業実施体制、実施スケジュール等の事業環境が、

委託事業を安定的に遂行できるものか。 
５ 

５ 必要経費 募集内容に見合った適切な経費であるか。 ５ 

【配点基準】 

区 分 評価点 

優れている ５点 

やや優れている ４点 

普通 ３点 

やや劣る ２点 

劣る １点 
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